
アジアの職業病•公害病を考える

一韓国•タイの事例をもとに一

全国労働安全衛生センター連絡会議議長 IM ffl IE
昨年11月下旬から12月上旬にかけて、バンコ 

ック市(タイ)で第3回アジア産業衛生学会と第1 
回アジア•太平洋環境会議が開催された。私は 

この二つの会議に出席するために、韓国のソウ 

ル経由でパンコックにはいった。

私は日頃、成mにはあまり行きたくないので、 

いつもソウル経山でいろいろな国へ行くのでそ 

うなったのであったが、その韓国とタイで私は 

アジアに象徴的な二つの事件の現場を訪れるこ 

とができた。その両方とも現在のアジアの状況 

を象徴しており、また、ロ本との係わりあいを 

采徴的にみることができる。そして、◊後の私 

たちの係わり方についても考えさせられる問題 

を含んでいる。

源進(ウォンジン)レーヨンエ場

第一の现場は、韓国ソウル市來、ミングン市 

トノン洞にある輯国啡一のウォンジンレーヨン 

I:坳でおこった：硫化炭素中舟唞件である。

1959年に設立され62年から生産を開始して、 

般盛期には1682名の労働者が働いていたという。 

しかし、近年、ナイロン、テトロンなどの急垧 

で生鹿が落ち込み、赤字となり、76年には銀行 

管理になっている。それでも従業員は現在も 

1000名近くいるという。そういった事情もあっ 

て、機械の老朽化、安全設備の不十分さに加え 

て労働時問も延長した。すなわち、労働者は月 

平均200時問の労働以外に120時問以上の超過勒 

務が普通のように行われていたという。さらに、 

3年問も筏務づけられていた特殊検診を行って

いなかったり、産業医が不在なのをいるように 

虚偽の申告をしていた。そればかりか超勤手当 

3億2千万ウオンをごまかしていたなど次々とエ 

場のでたらめぶりが明らかにされていったとい 

ぅ〇

1981年頃には、二硫化炭素中苺患者がすでに 

允士していたのであるが、多くは自主的にある 

いは辛ば強制的に病気を理thに退職していて表 

而化することはなかった。それが具体的に表面 

化したのは1987年の全国的にi労きおこった労f勤 

迎!Wj発拟の後の88年からであった。

1988年4月、コウライ火学の環境医学研究所 

で4名の二硫化炭素屮海出者をはじめて診断し 

ていた。1988年6月、サダン医院(ソウル市)の 

キム医師も、1人の二硫化炭素中梅の診断を行 

った。これが轉国における二硫化炭素中海の奶 

一号であった。職業病の堪介、Mじ職识に同じ 

病気が多発することが常識であった。しかし、 

病気になったものはすでに退職しており、中に 

はすでに死亡したものもいることがわかった。 

そこで、キム医師らを中心に「ウオンジンレー 

ヨン職業病発生真相調査会」が組織され、調査 

が開始された。その結果、次々と：硫化炭本屮 

屯患者が発見されていったのであった。

ハンギョレ新聞は1988年7月22日に、「86年 

以来、二硫化炭素屮坶になり、会社から強制退 

職された者が12名いたjと笫一報を報じた。そ 

れによってこのニュースはまたたく問に全国に 

拡がっていった。その後もハンギョレ新閒は、 

この小件を迫跡しキャンペーンを統けた。「源 

進レーヨンは職衮坫の代名剕かj 「職菜病！:場
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叫母蚪钍土中證里平61^ 0.5.

_獨 I6S

源進問題を報じるハンギョレ新聞

一源進レーヨンj 「恐怖の毐ガス、二硫化炭素』 

などの兒出しでこの問題を詳細にとりあげてい 

る〇

患者が次々と見出されている真最中に、さら 

に、2つの術％的1Kfl:が報じられ、||:|民の開心 

がたかまり、支援が全国のあらゆる階屈に拡が 

り、運動の盛り上りは頂点に達した。その2つ 

の衝繫的事件とは、1991年1月15日にポン•フ 

アン•キムさん(53歳)の突然死と、同年4月の 

ギヨン•ヨン•クオンさん(42歳)の自殺であっ 

た〇

申請の扉が閉じられての死

キムさん(53歳)は、6年間このレーヨンエ塌 

で慟いた。1990牢になって体調をくずし、痫院 

を軺々としていた。その時、レーヨンエ場の職 

業病のことを新問で知り、自分も二硫化炭素中 

毒ではないかと疑い、同年10月30日にサダン医 

院のキム医師の診断を受けた。キム医師は、症 

状が今まで診てきた二硫化炭素中毒患者と同じ 

であったこと、また、高血圧で危険な状態であ 

ることから直ちに休養と治療が受けられるよう 

に労災認定申請をするための診断齊を書いた。

キムさんの症状は、言語障害、手足のしびれ感、 

勋作の緩慢、筋強政、筋力低下などであった。 

キムさんは会社を訪れ申請したが、会社は汚染 

職場(_接ガス発生職場)でないとして必嬰な手 

続きをしてくれなかった。そのために、キムさ 

んはお互いに責任をなすりあう会社と労働站準 

局の問を行ったり来たり繰り返した。2か月以 

上たって何とか受理してもらえた1月5日、その 

日、脳出血で倒れて死亡してしまった。遛体は 

国立科学捜査研究所で検死が行われた。その結 

果、“偶発的脳出血”と診断された。検死をし 

た医師自身、「死因をいったまでで、二硫化炭 

素によるかどうかをいったのではない」といっ 

ているにもかかわらず、労働部は“職業性でな 

い”と判定してしまった。

汚染職場でないという先入観にとらわれたの 

であろう。職種を帳面上でみるとそうかもしれ 

ないが、キムさんの職場はガス酒厚職場の2階 

にあって同じ職場からすでに二硫化炭素中贞患 

者が確認されていたのであった。加えて、後の 

コリア大学の鑑定結果でも、二硫化炭素ガスが 

検出され「中毒発生の可能性もあるJと判定さ 

れたのである。

137日の座り込み

放趵されて死に追いやられたために、家族、 

同僚、支援者たちは怒り、エ坳iE門前に悄を作 

り柩を时いて座り込みを開始した。その後、全 

国的に支援が拡がり、そこで大規模な粢会が繰 

り返され、レーヨンエ塌労働者も1000人規模の 

ストライキなどを行った。ついに、野党も政府 

も動き、国会に調査委員会が発足した。後にこ 

の国会労働委員会実態調査小委会は「職業病 

に罹患した蓋然性は十分にある」という般終結 

論を発表した。ここにきて、ついに会社は補fti 

金と葬儀料を6850万ウオン支払い、謝罪するこ 

とで和解した。この柩を置いた前代未聞の座り
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込みは実に137日に及んのである。しかし、行 

政認定は未だ行われず、この問題は法廷に持ち 

込まれている。

この頃、韓国政府は日本の二硫化炭素中毒を 

研究している学者にこの問題について相談した 

らしいといわれている。

患者の自殺

クオンさん(42歳)は、8年間汚染現場で働い 

た。1985年、精神異常をきたして精神病院に入 

院させられた。そのために会社は退職させられ、 

離婚し、一家は離散してしまった。二硫化炭素 

中毒が表面化して精神症状もその症状の一つで 

あることがわかり、それで職業病を申請したと 

ころ、89年8月に、二硫化炭素中毒であると職 

業病の認定を受けた。しかし、その後も精神症 

状、すなわち抑うつ、不安が続き、先のキムさ 

んの闘争の真最中の4月i1日に自らの命を断っ 

た。二硫化炭素性精神病は分裂病や躁うっ病に 

似た精神症状を示し、しばしば自殺することは 

西欧やわが国の研究で古くから知られている。

クオンさんの遺書には、息子たちに、「最後 

まで自分をこんなにした会社や労働部と闘うよ 

うに」と書いてあったという。

「源進退職者自殺、二硫化炭素中毒、家庭破 

綻、精神病」という見出しで4月26日付のハン 

ギョレ新閒は、「二硫化炭素中毒患者があいっ 

いで発生、物議をかもしだしている中で、源進 

レーヨン退職労働者が職業病のためひどい精神 

分裂病に苦しんだ末、自殺した事実が25日明ら 

かになった。この会社の放射課で8年間勤務し、 

二硫化炭素中毒でひどいゆううっ症など精神分 

裂症状を見せ、85年に退職したクオン氏がさる 

11日、部屋で練炭を焚いて自殺した」と報じた。 

この報道によって闘争はさらに大きく盛り上が 

ったという。

すでに退職した者は1万2千人いるというから 

患者の数はどれくらいいるか未だ不明である。 

現在、認定された患者は110人、申請中、また 

は判定保留などは200人いるという。

先のキム未亡人は、補償金の一部で潜在して 

いる未認定患者発掘のためにウオンジン職業病 

センターを設立している。

ここでは、行政認定による通常の労災補償の 

給付の他に会社の責任による民事に相当する一 

時金が支払われている点がわが国とは異なって 

いる。これは137日の座り込み闘争の成果であ 

ろう。

二硫化炭素中毒の症状

私たちは、現地で労働者(認定患者や未認定 

患者)十数名を実際に診察した。

頭痛、もの忘れ、視力低下、聴力低下、脱力 

とくに下肢の筋力低下と歩行障害、手足のしび 

れ、言葉がでにくい、こむらがえりなどの自覚 

症状をもち、他覚的には多発神経炎、言語障害、 

眼球運動障害、パーキンソニスム、抑うつ、不 

安、神経衰弱様症状、無関心•無欲•意欲低下 

など精神症状が程度の差はあるが比較的共通に 

認められていた。

わが国の戦中、戦後の比較的早い時期に多発 

した慢性二硫化炭素中毒の病像を呈していたこ 

とから、これらの患者が受けたばく露濃度はか 

なり高溜度であったものと推定される。その後、 

わが国では設備の改善や労働時問(ばく露時問) 

の短縮によって対応したが、それでも長期微量 

ばく露によって高血圧、腎障害が主症状となる 

型や動脈硬化症状(血管障害型)へと主なる症状 

が変遷していくことが確かめられていたのであ 

る〇

このようなわがWの經験が、ほんの隣の韓国 

で生かされていなかったばかりでなく、このエ 

場の機械がII本の使いAしたものを輸入したも 

のであるとI川いてシヨックを受けた。たとえ、 
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合法的な商取引であったとしても、 

これは職業病の輸出ではないだろう

か。二硫化炭素中毒のおこることを

知って売ったことに責任はないのだ 

ろうか。

タイの砒素汚染地区

第二の現場はタイの南部の都市、 

ナコン■シ•タマラードの近くのロ 

ンピピン村である。ここは、その昔、 

山田長政がタイ国王のために戦い勝 

利し、提督として統治していた所で 

あるという。それに、第二次世界大 

戦の時、ここに日本軍が突然上陸し に汚染されている。これが地下水を汚染した。

マレー半島を南下して行ったという。その時、 

タイ軍との戦闘で住民に多くの死傷者が出たと 

ころである。今でも毎年、そのことを忘れない 

ように記念の催しが行われている。

この辺は百年も前からスズの産地として有名 

であった。この辺りから南の方へマレーシアに 

かけては鉱物資源の豊かなところである。その 

鉱山に人々とくに華僑の人々が集まってきて住 

みつき、村から町へと次第に発展させてきた。 

ここの鉱山も例外でなく、主として華僑の人 

々が町をつくりスズを掘って暮らしていた。

1987年8月、ナコン•シ•タマラード市のマ 

ハラード病院のタンナパイ内科医が、食料品店 

を営む家族の30歳の女性と18歳の男子に砒素中 

毒特有の皮唐症状を発見した。それでタンナパ 

イ医師はその家族を調べてみたら全員に同じ症 

状が認められた。そこで井戸水を分析してみた 

ら2.45ppmの砒素が含まれていることがわかっ 

た。このようにして、この地区の地下水の砒素 

汚染が明らかになった。

砒素汚染の中心はロンナ村、サラキレック村、 

タラド村の三つの村で、人口は合計1万4千人で 

ある。面積は合計で9134ライ(1ライは0.16ヘク

タールであるから、1461ヘクタール)、そのう 

ち耕地は4270ライ(683.2ヘクタール)となる。 

これらの地域がすべて高濃度の砒素に汚染され 

ているが、それ以外の地区も汚染されている可 

能性が大きい。

この地区の土壤から最高5209.23ppm、多くは 

500ppm前後の砒素が検出されており、採掘した 

あとの古い穴には水がたまって貯水池のように 

なっているが、その溜水から最高1.85叩m、そ 

の底土から6628.32ppmという高濃度の砒素が検 

出されている(図1)。これらの土壌汚染や溜池 

の汚染が結局、地下水を汚染したのである。こ 

の三つの村で井戸水を検査したが、砒素の標準 

値の0.05ppmを超えた井戸は575で最高4.47ppm 

であった。その数は村の42%から49%の井戸、 

すなわち半数近くの井戸が基準値を超えていた 

ことになる。

水ばかりでなく、家畜も食物も汚染されてい 

た。ブタの毛からも最高12.74ppm、ニワトリの 

肝臓に7.2ppm、人の爪に62.5ppm、毛髪に20.3 
【)pmなどの砒素が検出されている。まるで砒素 

の畑の中に住んでいるようなもので、宮崎県の 

土呂久の砒素中毒事件を想いおこす。
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汚染源はスズ鉱山

百年位前からスズの採掘が行われていたよう 

だが、20年位前から一段とさかんになった。夕 

イのスズの最大輸出先は日本である。あらゆる 

鉱山がそうだが、鉱石には普通いろいろなもの 

を含んでいる。たとえば、金山といっても銀も 

銅もカドミウムも砒素も含まれるといった具合 

である。ここのスズ鉱石には鉄や砒素が多環に 

含まれている。したがって採掘するだけで砒素 

汚染をおこしている。たとえば、鉱内水から 

2.7ppmの砒素が検出されている。この水は流れ 

て近くの川に注ぎ込んでいる。加えて、スズを 

精鍊する過程で大量の砒素が川に流され、ある 

いは溜池に流されて土壌や地下水を汚染する。 

実際に作業現場に行ってみたが、いずれも零 

細なT•工業的規模で排水装!nも労働界の安令対 

策もない。鉱石を粉砕し、水で泥を流しながら 

硫酸とガソリンを加え、さらにXanthate、硫酸 

銅などを加えて素手で混ぜ水洗いをする。そう 

やってスズの純度を高めるのだが、砒素をはじ 

め不純物は水とともに川に流れたり、その辺に 

撒きちらされたりしている。政府は規制をして 

いるが多くが零細企業のためにどうも徹底して 

いないようだ。私の前でも平気で川にどんどん 

流して見せてくれた(図2)。

このように長年にわたる水と土壌汚染の結果、 

主として井戸水から、その他食物からも砒素が 

人体に入ったのである。

すでに砒素中毒が14〇〇人

数人の村人を診察したが、やはり皮庙症状が 

目立った。色素沈着と白斑で雨滴のあとみたい 

に白黒まだらになっており、手掌•足掌に角化 

症がみられる。患者はすでに1400人が認定され 

ている。そのうちの971人の症度分析では、重

など不純物は水で流してしまう。

症6例(0.6%)、中等症31例(3.1%)、蛘症173例 

(17.8%)、軽微761例(78.3%)となっている。 

死亡者は正式にはI例ということになっていた。 

診断は皮虜症状を中心に行われているが、夕 

ンナパイ医師によると、症状は全身性で多発神 

経炎、気管支炎、喘息、関節炎、消化器症状、 

貧血などもしばしばみられ、垅拉もみられ、ポ 

ーエン氏病などの前がん状態、一部がん化もみ 

られているという。

治療としては、キレート剤(BAL)による体 

外排泄促進剤を使用しているという。

行政は并戸水使川を禁止し、雨水を川いるよ 

うにとのことで大きなカメを無似で配った。そ 

の後、水道を設置したが、貯水池を汚染された 

ところに造ったために二次汚染がおこって使用 

不能となり、2年前にやりifiしたという。住民 

の移住も勧告しているが、f!:.Wは勋きたがらな 

い。現在のところ、住民は痛くもかゆくもない 

のであまり深刻に受けとめていない。医療代は 

国が負担しているがどこも铺们はしていない。 

さらに川の下流地域や隣愔地区の調抒、がん予 

防に対する健旗調杏などは今からだという。
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ちなみに、わが国は最大のスズ輸人国である。 

マレーシア、インドネシア、タイから輸入して

いる。1981年度実續でタイからだけで7000万ド 

ルのスズを輸人している。

マレーシアでは

さらに南下してマレーシアの中部パパンも同 

様にスズの鹿地で古くからスズの採掘が行われ 

てきた。1988年に私は訪れたことがあって、そ 

のことを想い出した。このスズ産地には最近10 
年来希土類金属が産出することがわかった。希 

土類金属は、原子番号21のスカンジウムから39 
番のイツトリウム、57番のランタンから71番の 

ルテチウムにいたる元素群である。これらの希 

土類帝屈は現在のハイテク産業に不可決のもの 

であるために、日本企業がここに合弁会社をっ 

くりそれを1982年から採掘、精鍊して100%日 

本に持ち出した。仮にそれはそれでよいとして 

も、その後がよくなかった。この過程でトリウ 

ム232という厄介な放射性物質が副生する。こ 

の放射性物打は半減期が140億年というから永 

久に減衰しない厄介なものであった。有用な希 

土金厲類はすべて持ち帰り、厄介物は現地に置 

いてしまった。しかも、その管理がずさんであ 

ったために環境の放射線汚染をおこしてしまっ 

た。住民が企業に対して激しい抗議行動をおこ 

し、誠,Sがみられないとしてこの事件はついに 

裁判に発展している。

汚染を受けたのはまず匁働者たちである。信 

じられないことだが妊娠していた女性がこのよ 

うな放射線汚染職場で働いていた。生まれた子 

供に小頭症と先天性白内障があって放射線の影 

涔が疑われている。周辺には養殖池も畑も住宅 

もある。そこで子供たちに白血病が多発し、が 

んが発生しているという現地医師の報告があっ 

て大きな社会問題になっている。

ナコン•シ•タマラードとパパンの例はたま 

たま見つかったものかもしれない。世界屮にあ 

るこの禪の鉱山に同様な事件がおこっていない 

という保障はない。

日本は

アジア産業衛生学会でもアジア•太平作抑境 

会議でも、ウオンジンレーヨン事件もナコン. 

シ•タマラード事件も、これほど大きな讲件に 

もかかわらず、誰も触れなかった。報告も論文 

もない。わずかにアジア•太平洋環境会議でバ 

パンの例について日本の責任というかたちで触 

れられた。それにしても、なぜこのようにこの 

種の情報は少ないのだろう。その他の悄報、ス 

ポーツや芸能界のニュースはアジア諸国にあれ 

ほど満ち満ちているのに(コマーシャルを通じ 

てだろう)、このような命にかかわる、しかも 

人問の努力によって附止できる情報は少ない。 

わが国の教訓が生かされないばかりか、職業 

病や公害病を輪出していては加害者であるとい 

われてもしかたがない。

現在、公窖輸出がいわれ、社会問題化してい 

るが、公害病は職業病からはじまる。危険な生 

産過程や技術、環境汚染をおこしやすい公害型 

企業は人件费や対策費や補償费の安い途上国に 

移転しつつある。鉱業を例にとってみても、ほ 

とんど有力な鉱山は採算がとれないことを理山 

に閉山している。そして製品だけを輸人してい 

る。その結果、足尾鉱毒事件や土呂久鉱海ボ仲、 

四日市や水俣が途上国で再現されている。この 

とき、碩初の犠牲者はそこで働く労働者であり、 

次いで周辺に住む住民である。すでに多くの人 

に指摘されていることではあるが、私が今回訪 

れたこれらの現場は、そのことを具体的に示し 

て考えさせてくれた。

わが国の労災•職業病や公害の闘いの真価は、 

今からこれらの国でどう生かされるかによって 

決まる。 ■
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市立図書館労働者9名のケイワン集団認定

当局の責任追及と職場改善の取り組み

立川市職員労働組合•立川市図書館職場会

一 I はじめ(こ '一"'

1984年より私たちは類肩腕障害の公務上定を 

もとめて、地方公務員災害補償基金(以下「基 

金」とする。)に対して、認定申請を行ってき 

ました。第一次申請者9名、追加申請者3名の計 

12名の認定闘争を闘ってきました。

症状に苦しみながらの膨大な資料の作成や、 

市当局に対しての人員嬰求闘争などを闘うなど 

して7年の歳月がながれました。

しかし、91年9月、追加申請者3名は残念なが 

ら公務外となってしまいましたが、第一次申請 

者9名に対し公務上であるとの認定がなされま 

した。

今日の集会は、この7年問の私たちの職業病 

№1争を改めて総括するととともに、全員ではあ 

りませんでしたが、9名の公務上認定を勝ち取 

ることができたことを報告することによって同 

様の疾病で苦しんでいる人や、現在も認定申請 

闘争を闘っている人との連帯を深めていきたい 

と思います。

一 II 経過

1図書館開設から頸肩腕障害大量発症まで

立川市は、1960年代半ばより近隣の三多摩地 

域の図書館が先進的なサービス活動を展開して 

いる中で、はるかに図書館行政が遅れて出発し 

た自治体の一つでした。当然市民からの図書館 

に対する要望も髙く、1975年に「立川の図書館

をっくる会」が結成され、図書館設置請願が出 

されて、行政もやっと重い腰を上げ、翌1976年、 

立川市図書館計画審議会が設置され、図書館開 

設に向けスタートしたのです。(この年司書2名 

採用)

この審議会の答申を受け、1977年立川市教育 

委員会は「図書館行政基本計画」を策定し(こ 

の年図3?館準備担当主幹配属、司PI2名採用)、 

1978年7月図書館条例が制定され、立)11市図書 

館が設圄されたのです。(この年4月司苫5名配 

属)

それまで公民館図書館として運営されていた 

3室(7〇〜100W)と、やはり公民館が運営してい 

た移動図辭館の図_館への移行という付け焼き 

刃的な開設でしたが、7月11日に立川市として 

は初めての図書館らしい図書館の西砂図遨館が 

地区館という位置付けでオープンし、市民の圧 

倒的歓迎を受け、予想をはるかに上回る利用を 

記録しました。

しかし、この頃はマスコミの公務員や国鉄へ 

のヤミ.カラ攻擊が盛んに行われているような 

時期で、後の行政改革へと続く流れが出始めて 

いるときでした。立川市においても、当局は減 

最経営路線を押し進め、人員抑制の资勢をとっ 

ていました。

施設面では、ほぼ審議会の答申どおりに作ら 

れた「基本計画」でしたが、人員固では、答申 

が地区館5名であったにもかかわらず、3名で運 

営するという当局の人減らし政策に追随する 

「基本計画」でした。しかも、旧公民館図書室 

の柴崎、砂川、幸の各図茁館では正規職員〇名、
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嘱託職員1名(日曜日はアルバイトのみ)で開設 

していったのです。

その後、1979年、80年と連続して開館した多 

冷川、晶松図;1館のところでもMじように減m. 
綷営路線を押し付(ナてくる当局に対し、慢性的 

な人員不足に苦しめられていた私たちはいくど 

となく職場から決起した人員要求闘争を繰り広 

げてきました。この頃、「立川市図得館の歴史 

は人員要求闘争の歴史だ」と言われるほど、 

「人が足りない」、「人を増やせ」と私たちは 

叫び続けていました。しかし、若干の人員增は 

あったものの、抜本的な解決をするだけのもの 

ではありませんでした。しかも、開設を待ち望 

んでいた市民の圧倒的な利川があり、私たちは 

献身的なサービスで少ない人数の屮笊咖努力し、 

市民のニーズに応えていくしかありませんでし 

た。

1982年度の貸出し冊数は105万冊で、市民一 

人当たり7.31111という当時の全国トップレベル 

の数字を記録しました。しかし、市民一人当た 

りの職員数は、多摩地域の図書館の中で撮低と 

いうものでした。

2頸肩腕障害大量発症から職業病闘争へ

そのような事態が83年に類肩腕障害の大摄発 

症を生み出していったのです。女性職員のすべ 

てと、一部の男性職員が類肩腕盹害やけんしょ 

う炎と診断され、それ以外の職員にも体調の悪 

化を訴えるものが続出したのです。

もちろんのこと、ある日突然皆が一斉に類肩 

腕障害になっていったわけではありません。前 

兆は81年よりありました。本庁より異動してき 

た高松図書館の女性職員が身体の不調を訴え、 

頸肩腕障害と診断されて病休をとっています。 

82年にも同じく高松図書館の女性職員がけんし 

ょう炎と診断されていました。しかしこの頃、 

正直のところ、私たちは彼女たちのことを「心

配」はしましたが、「心配」するだけにとどま 

り、業務との因果関係を究明していく行動には 

いたりませんでした。

それが、帝83卬3门、4门と扣次いで女性職貝 

が頸肩腕陴宵等の診断を受け、そして、診断を 

受けた人たちの業務軽減を図っていく中で他の 

者への負担が增えていき、次々と体の不調を訴 

える人たちが続出していったのです。こうして、 

当時の職員数27名中13名が頸肩腕障害と診断さ 

れる状況となりました。

ここへきて、私たちはこの大量の類肩腕障害 

の発症を、当局の人員抑制政策から必然的に起 

きたものであるという認識にたち、これを、

① 同時的な大殷発症であること。

② 慢性的な人員不足であったこと。

③ 市民の利用が非常に高かったこと。 

などにより、公務hの発症だとして当局に対し、 

職業病闘争を展開していきました。この発症が 

業務に起因するものだと認めること、圧倒的な 

人員增を行うこと、リハビリ勤務を認めること、 

業務を緩和すること、治療費を補償することな 

どの要求を当局に叩きっけ、また、この職業病 

闘争を人員抑制の合理化がもたらしたものとし 

て反合理化IW肀として位置付けて闘ってきたの 

です。

3闘争の中で勝ち取れたもの、勝ち取れなか 

ったもの

まず、この闘いの中で当局に申し入れしたの 

は次の5点です。

① 病気の多発にっいて、当局の責任を明確

にすること。

② 謝罪すること。

③ 人員抑制路線を撤回し、大幅な人員增を 

行うこと。

④ 安心して治療に専念できる体制を実現し 

リハビリ勤務を認めること。
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⑤ 予防対策をただちに実現すること。 

当局回答は、

① 労務管理上の責任を痛感している。

② 道憾であり、0復を図るためできる限り 

努力する。

③ 減員計画は市の方針であり撤回できない。 

2名の増員は努力する。

④ 当面、臨時職員の大量配置、移動図書館 

の臨時休館、特別整理期間を実施。リハビ 

リ勤務は教育委員会の責任をもって対処す 

る〇

⑤ 予防対策として適切な処置を講ずる。

ここで、私たちが勝ち取れた大きなものにリ 

ハビリ勤務があります。頸肩腕陣害のような病 

気にとって病休によってある程度身体を回復さ 

せても、またすぐに通常勤務に戻れば以前と同 

じように悪化してしまいます。それで、徐々に 

身体を業務に慣らしていくため、週3日の半日 

勤務から業務に戻っていくような方策を講じて 

いくことが必要となります。ここで罹病者のリ 

ハビリ勤務(時問内通院も)を職業病認定とは別 

に当局サイドで認めさせたことは、罹病者の冋 

復にとってとても大きなものでした。

しかし、当局は、「業務に起因すると思われ 

るがそれを判断するのは地方公務貝災害補償基 

金である」として、公務上の判断を避け、補償 

についても基金をたてに応じようとしませんで 

した。

私たちは、この基金制度の厚い壁の前で、ど 

うしていくべきか幾度となく議論しました。

当初私たちは、今回の疾病の発症が業務に起 

因することは明らかであり、第三者機関である 

基金の認定に関係なく、当局が責任をもって補 

償にあたるべきであると考えていました。しか 

し、基金制度というものがある程度確立してい 

ることや、当事者間での全面解決がかなり難し 

いという客観的判断もあり、基金認定申請をし 

たうえで、それに伴うさまざまな問題を当局に 

指摘し、対当局交渉を繰り返すことによって基 

金制度の空洞化を図っていく。また、基金認定 

申請をする中で実質的な補償を当局に行わせて 

いき、そのことによって基翻断自体を無意味 

なものにしたいということ、つまり強いられた 

制度としての基金制度が当局の相手とはなるが、 

私たちの相手はあくまでも立川市当局であり、 

それ以外にはないことを確認して私たちは認定 

申請に踏み切り、公務災害認定闘争へと突入し 

ていったのです。

また、ここで触れておかねばならないことの 

一つに、パート職員の発症もあります。これだ 

け多くの発症者が出たことで、私たちは同じ職 

場で働くパートの人たちに、健康調査アンケー 

卜を実施しました。その中で私たちと同じよう 

な身体の不調を訴える人が2名でたのです。 

私たちは、当局に対し、このパート職員への 

公務上認定を求めていきました。非常勤職員の 

公務災害認定にっいては、条例で基金ではなく 

当局自身で行えることになっているのですが、 

当局は「正規職員に比べると勤務時間数が少な 

い」等の珂巾をっけ、職員の疚病に対する基金 

での認定判断を待って認定に当たるとしました。 

これを覆すことが非常に難しかったため、職員 

の私たちが認定巾請をしなければパートの人た 

ちの認定もないということで、認定响請に踏み 

切っていったということもあります。

1984年2月6日、正規職員9名が「地方公務員 

災害補償基金東京支部」へ、パート職員2名が 

「立川巾長」へ公務災害認定を中誚しました。

この基金への申請書の意見欄に「業務に起因 

すると思われる。したがって早則に認定審査さ 

れるよう強く要望する。」と立川市長名で記述 

させることが勝ち取れたこともこの問の大きな 

成果でした。

4公務災害認定闘争
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館業務目安検討委員会Jが発足し、この共通行 

料で指摘してきた事柄より、業務のガイドライ 

ンの策定に当たる作業が開始され、86年に「し 

ごとのめやす一中問報告I •地区館業務編jを 

まとめました。

この中では、疲労を蓄積させないことを基本 

に図書館業務について次の6点を提言していま

同じ仕事を長時間続けてやらない。 

適度の休息をとりながら仕事をする。 

適度のスピードで仕事をする。全力疾走 

でなく、長距離走で。

④ 単一の仕事だけでなく、いろいろな仕事 

を組み合わせる。

⑤ ひとりで仕事をかかえこまずに、グルー 

プでできるものはグループでやる。

⑥ 筋肉疲労をときほごすような適度の運動、 

体操を心掛ける。

5その後の発症

前述した当局回答の「減員計画は市の方針で 

あり撤回できないjというものに対し私たちは 

激しく愤り、さらなる人員要求闘争を展開しま 

した。その結果、数次にわたっての人員增が図 

られたのですが、もともと少ない人数で運営し 

ていたところへ、大量の罹病者が発生したこと 

により、わずかばかりの増員によって新しく図 

書館に配属された職員に非常な負担がかかるこ 

とになってきました。とりわけ、若い職員のと 

ころで、少しでも罹病者の負担を軽減しようと 

頑張っていった人たちのところで、新たな罹病 

者が発症するという事態になってしまいました。 

追加申請者3名はこの時期(1984.11～1985.9)の 

発症者です。いってみれば被害者が加害者にな 

ってしまうような状況ができてしまってきたの 

でした。そんな状況を作り出していった当局の 

人員抑制路線に対し、私たちはますます怒りを

その後、図書館長を中心とした「申請者会議」 

を発足させ、基金へ提出するための詳細資料の 

作成を業務として開始します(1984.2〜1985.2)〇 
基金への認定申請は、中請者個人が自分の疾 

病の減員を業務に起因するものであると証叫し 

なければなりません。そのために、膨大な資料 

を作成する過程において自分の疾病が悪化する 

ことがしばしばあります。特に、頸肩腕障害と 

いう病気にとって膨大な資料作成がよいわけが 

ありません。そのような中で私たちが出した結 

諭は、個人別の資料ではなく、図書館の歴史的 

経過と業務の分析を行い、申請者全員の共通資 

料を作成し提出していくことでした。これは、 

私たちの発症が大量発症であること、一連の図 

書館業務の中で個人の作寒量を出すことが難し 

いこと、そして、個人資料は他者との比較(同 

じ業務を行っていて、発症していない人よりど 

れだけ多く仕事をしていたか)になってしまう 

という理由からでした。しかし、それでも全体 

資料を作成するには相当の時間と労力が必要で 

した。全体資料ができたのは、罹病者だけでな 

くそれを支えた人たちとの団結の力が大きかっ 

たといえます。

頸肩腕障害等の疲労性疾病の職業病で苦しむ 

多くの人たちの問題の一っに、本来支えあわね 

ばならない職場の同僚たちの「あいつはナマケ 

病だ」とかいわれるような中傷があると思いま 

す。また、繰り返しますが、認定申請をするに 

当たっては、資料作成を個人作業として行って 

いく中でより症状が惡化していくことも多いと 

思います。私たちは、この頸肩腕障害発症を職 

場全体が罹病者個人の問題ととらえずに、皆で 

考え、皆で共通資料を作成するということを行 

えたこと、それが貫き通せたことがこの職業病 

闘争の過程の中で、これもまた大きな成果であ 

ったと考えています。

さらに、この共通資料は、その後の職場改善 

にも生かされていきます。業務レベルで「図書

〇

①

②

③
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強めていきました。

しかし、事態は悪化していきました。先に述 

べた旧公民館図書館の柴崎図書館の嘱託職員も 

頸W腕陣害と診断されました。非常勤職貝の公 

務災害認定については、条例で基金ではなく当 

局自身で行えることは先に述べたとおりですが、 

このことについても「正規職員の基金認定の結 

果を待つJとして当局は判断を避けようとしま 

した。これに対し、この嘱託職員の当局認定と、 

圧倒的な人員增を要求し、超勤拒否闘争(土曜 

午後と日曜は立川市図畜館の場合時間外勤務と 

なり、超勤拒否闘争を行えば実質的に開館でき 

なくなる。)の設定やステッカー闘争、卯〇〇枚 

の市民ビラを背景に闘いました。

超勤拒否闘争の前日の当局回答で、嘱託職員 

の当局認定を行うこと、図窖館職員の人員不足 

を認め(ここで初めて本格的に認めた！)人員配 

曆基準を作り、人員增に努める等の回答を引き 

出し、超勤拒否闘争を间避しました。

組合執行部により、嘱託職員の認定申請資料 

作成、1985年1月教育委員会に提出、同年3月、 

教育委員会は「嘱託職員について公務上の災害 

と認定。条例に基づいて医療費などの補償を行 

う。jとしました。

この当局による公務上認定は、その後の基金 

判断にも大きく影界が出たと思われます。

6基金より追加資料(個人資料)の要求

1985年12月、基金より「これまでの資料では 

個人の業務量が判断できないので、新たな資料 

を望む。Jとの連絡が入りました。

個人別の資料ではなく、図書館の歴史的経過 

と業務の分析を行い、申請者全員の共通資料を 

作成し提出していくという考え方を貫こうとし 

ていた私たちにとって、この基金の要求にどう 

対処していくのか議論を重ねることとなります。 

結論としては、個人資料を提出しないかぎり、 

書類不備で審査の対象とならないのなら、作ら 

ざるをえないだろうということになりました。 

一度相手の土俵にのってしまったので、もう引 

き返すことはできず、こちらの当初の方針を変 

更せざるをえなかったのです。

ここで私たちは、前回の資料作成と同じよう 

に作業を進めることとしました。個人資料であ 

っても、職場、組合を含め皆で順次一人ずっの 

資料作成をしていくという方針ですすみ始めま 

した。

しかし、この個人資料の作成は私たちに闘い 

の相手を見えにく くさせることとなってきたよ 

うに思います。

どういう資料を作れば越金に認定して「もら 

えるのか」。

どういう判断材料を提示すれば基金が判断し 

て「くれるのか」。

といった視点での資料作成にどうしても陥って 

しまい、基金制度の空洞化を図ろうとしたこと 

が「空洞化」してしまったといえるかもしれま 

せん。

また、全体で当たるとした資料作成も、個人 

の資料で、年月も経過していることから、当初 

は全体で行っていても段々と後の人になってく 

ると、個人で作らざるをえない状況となってい 

きました。

図書館の人員も増員したり、異動があったり 

して、大帚発症時の状況を知っている人の剖合 

が急激に低下していくこともあって、図書館職 

場全体から、この認定申請作業が非常に見えず 

らくなってきたことも、この頃の特徴としてあ 

ると思います。

「自己意見書•補道Jとして、この個人資料 

は、1987年5月から1990年7月までかかって第一 

次輔者8名(1名退職)を基金に提出しています。 

また、追加申請者の申謂の資料作成もこの作 

業と同時並行して行い、共通資料の体裁をとら 

ずに最初より、「自己意見害」として個人資料
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で基金に、1987年7月、同年9月、1990年7月に 

提出しています。

7基金認定

そして、1991年9月、発症以来7年目にしてや 

っと基金の判断が出たのです。その内容は、第 

一次申請者9名の疾病は公務上であり、追加申 

請者3名の疾病にっいては公務外であるという 

ものでした。

一 III立川市図害館公務災害

認定闘争の特徴---------------

長い経過となってしまいましたが、ここで私 

たちの闘いの特徴と思われるものをあげておき 

ます。羅列します。

① 同時的な大覆発症であったこと。

② それにより、職場全体の問題として取り 

組んでいったこと。

③ 公務上であるという判断と、治療汽の補 

償以外はほとんど申請以前に当局から勝ち 

取れたこと。

④ 嘱託職員の当局認定を勝ち取ったこと。

⑤ 追加資料を提出するにあたって、「早期 

に認定されるよう希望している」としたB5 
版4ページにおよぶ職場長意見が添えられ 

たこと。

⑥ 申請に当たっては、個人資料ではなく共 

通資料としたこと(最終的には個人資料も 

提出)。

⑦ 資料作成は、職場全体で取り組んだこと。 

申請者会議を業務として行わせたこと。

-IV今後に向けて-----------------------

1全国の図書館で労働内容の再点検を！

今回9名の図書館労働者の疾病が図書館労働 

に起因する疾病であるということが「公」に認 

められました。つまり頸肩腕障害というものが 

M阿館労侧によって引き起こされるというW果 

関係がはっきりしたのです。

私たちは、基金の判断を待つことなく、この 

頸肩腕障害が図書館労働に起因するということ 

を訴え続けてきました。そして、前述したよう 

な「しごとのめやすjを提言し、実践してきま 

した。

この提言は、私たち立川市図書館に限られた 

ものではありません。

私たちは、全国のさまざまな図書館で頸肩腕 

障害に苦しんでいる人たちがたくさんいること 

を確信しています。その人たちは、ある時には、 

肩のこりや、腕のしびれを自覚するようになっ 

てはじめて一人前の図遵館員になったがごとく 

の扱いをされているとも問いています。

今回の9名の公務上認定が出る前は、一地方 

図書館の小さな職業病問題であったものが、基 

金が公務上と認定したその時点で、この問題は 

図書館界全体の問題となったのではないでしよ 

うか。その意味においては、今後は立川市図离 

館だけの業務の見直しにとどまらず、図齊館界 

全体としての見直しが必要であると考えていま 

す。特に、コンピューター化が進む図書館界に 

おいては、再度業務内容の点検をし、改善して 

いくことが急務であると考えています。

2私たちの認定闘争の経験をひろく活用して 

もらいたい

たちが認定闘争に入る前に一番困ったこと 

は、どのような資料をどの程度作ればよいのか、 

ということでした。当然、認定申請などははじ 

めてのことであり、何から手をっければよいの 

か全くわかりませんでした。そのようなときに 

たいへん参考になったのが今日の講師でもあり

安全センター情報’92年2月号13



一図書館労働者のケイワン集団認定

ます小島正道先生からの助言であり、当時認定 

申請を経験していた何人かの人の経験談でした。 

先にも書きましたが、基金への認定申請は、申 

請苦個人が自分の疾病の原闪を業務に起闪する 

ものであると証叫しなければなりません。この 

ことは大変な労力を必要とします。私たちは、 

一人の力ではなかなか成しえない問題を、さま 

ざまな人の助言や、同僚からの手助けによって 

解決させてきました。

今度は私たちが認定闘争を通して経験したも 

のを、多くの人に返していかなければならない 

と思っています。

現在、自治体労働者の公務災害認定件数は年 

間3万件、ほぼ100人に1人は何らかの災害を受 

けているということです。そして、新たな傾向 

として、循環器系疾病(過労死)、「うっ病」を 

中心とする精神障害、腰痛、そして類肩腕障害 

というような業務との因果関係をはっきりさせ 

ることがなかなかむずかしい疾病が多発してい 

ます。公務上認定を勝ち取るために膨大な労力 

と忍耐を傾けながらも公務外と判定されるケー 

スもしばしばあると問いています。

しかし、基金制度に対しての問題性を認識し 

ながらも、基金への認定申請をせざるをえない 

のが現状であると思います。そのような認定闘 

争を闘っている人、あるいはこれから認定申請 

をしていく人に対して、私たちの経験が少しで 

も役に立てばと考えています。

3 「労働安全衛生委員会」設置の意義

今回の認定闘争の過程の中で、市職労と当局 

との問で各部ごとに「労働安全衛生委員会」が 

設置されています。

安全衛生委員会は、設置以来5年目、第3期を 

迎えていますが、その前身は図書館の職業病問 

題が引き金となって組合内にできた職業病対策 

委員会でした。この職業病対策委員会は、それ
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まで個別の職場で発生していた職業病問題を組 

合全体の問題として引き上げ、また、保育園、 

調理場などの健康調査を行うことによって、そ 

れぞれの職場内に濟在化していた労働衛生上の 

l!!J題点を洗い出しました。このことが、紅I合員、 

組合執行部、そして当局に対しても労働安全衛 

生に真剣に取り組むための新たな組織の必要性 

を感じさせ始めました。

87年に労働安全衛生委員会が設置されると、 

それまでは図書館だけ、あるいは調理場だけの 

問題というように個別に扱われていたものが、 

労使が同じ土俵の上で協議し全体化されていく 

ようになり、その結果、施設の改善や健康診断 

の充実が次々に行われていきました。

組合活動を通じて行ってきた私たちの闘争が、 

組合員や当局の労働安全衛生に対する意識を高 

めてきたともいえると思います。

特に、頸肩腕障害のような疾病については、 

それを予防していくための職場改善や意識改革 

が必要です。今後、労働安全衛生に対する組織 

的な対応が重要であるという認識のもとに、こ 

の労働安全衛生委員会へかかわり、これ以上の 

罹病者を出さないための対策について私たちの 

経験を生かしていきたいと思います。

4今後に向けて

私たちは認定申請当初から、現在の基金の頸 

肩腕障害等の疲労性疾病に対する認定姿勢より、 

公務上と認定されるのはごく少数あるいは皆無 

であろうと予測していました。それが、9名も 

の公務上認定がとれるなどとは予測していませ 

んでした。その点で私たちは、今回の基金認定 

を一定の勝利であると考えています。

しかし、今回公務外となった3名の問題は、 

もちろん避けて通るわけにはいきません。はじ 

めに申請した9名は、図書館開設当初から図書 

館で働いていたものが多く、最も業務過多にな

図書館労働者のケイワン集団認定_

っていた時期に居合わせたという印象を与えま 

すが、追加申請した3名については、時期がず 

れたためにそのような印象を基金に与えず、格 

好の比較材料になってしまったように忠います。 

言い換えれば、9名と3名の問で線引きをするこ 

とで基金の判断が出たのではないか、線引きを 

しなければ判断が下せなかったのではないかと 

思います。

この3名の疾病は、前述したように、すでに 

罹病していた人たちを支えていく中で、業務密 

度が高くなり、辛い労働を強いられて、疲労が 

蓄積して発病していったという非常に悲劇的な 

犠牲者です。業務に起因することは明白であり、 

「公務外」という判断は不当なものです。

この不当な判断を覆していくための方策とし 

て、「審査請求」という手段があることをもち 

ろん私たちは知っていました。この基金認定が 

出たところで私たちが集まってまず話したのは 

そのことでした。

しかし、7年問に及ぶ認定期間の長さによっ 

て私たちのエネルギーはかなり消耗していまし 

た。これまでに基金に提出していった資料をさ 

らに越えた資料作りを行っていく力量は残念な 

がら望めそうもありません。

また、補償以外のこれまで獲得できているリ 

ハビリ勤務、時問内通院などは、基金が公務外 

と判断しても、当局は「公務上と思われるjと 

判断していることによって、引き続き保障され 

ることもあり、あえて審査請求に踏み切らなく 

とも症状の快復を望めるということもあります。 

そして私たちは、認定申請闘争をすすめてい 

く中で基金制度の問題点をより強く認識するよ 

うになりました。

まず、基金制度は、その第三者性によって当 

事者責任が曖昧になり、ひいては当事者責任を 

回避してしまうということがあります。

私たちにとっても、申請資料を作成していく 

中で、徐々に当局の当事者責任が見えづらくな 

ってきました。

次に、今回私たちが認定申請をしてから拈帝 

の判断が出るまでに7年という時間がかかりま 

した。木來、労働災害補償制度は、迅速に適用 

されることに意義があるにもかかわらずこれだ 

けの時問がかかったのです。その間、罹病した 

人たちは不安定な状態を長く強いられてきまし 

た〇

3点目として、基金認定申請をした者は、自 

分の疾病が業務に起因することを自らの手で立 

証しなければなりません。このため、自分のか 

かえている病気をさらに悪化させてしまうこと 

もあります。

そのようなことから、私たちは、再び基金に 

対しての審査請求という取り組みを起こすより、 

むしろ原点にかえって9名の公務上認定もバネ 

に使いながら、当局の当事者責任をさらに追及 

していくことこそ行わなければいけないのでは 

ないかと考えるのです。

何度も繰り返しますが、私たちは、今回の職 

業病発症の責任は当然当局にあり、私たちと当 

局との当事者間で解決されるべきものであると 

考えていたこと、いや、今でもその考えを持ち 

続けていることを本日の集会を契機に再確認し、 

次の行動に取り組んでいきたいと考えているの 

です。 ■

| 本報告は、12.6立川市図書館頸肩腕障j 
|害公務災害認定闘争報告集会基調報告を| 

|主催者の了解を得て紹介させていただい| 

Iたものです。 |

I立川市職員労働組合•立川市図書館職| 

I場会作成の「立川市図書館公務災害認定| 

|闘争資料集」頒価1000円一も作成されて| 

|ぃます。

連絡先は、亍190立川市錦町3-2-26 
|自治労立川市職労 TEL(0425)27-5626
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資料/中央労働基準審議会の建議
労働者の安全と健康の確保のための対策の推進について

労働省発表

平成4年1月10日

「労働者の安全と健康の確保のための対 

策の推進について」の中央労働基準審議 

会の建議について

1中央労働基準審議会(会長 花見忠•上智 

大学法学部教授)は、平成3年10月より、労働 

災害防止部会において、建設業における総合 

的な労働災害防止対策及び快適職場の形成の 

促進について検討を重ねてきたところである 

が、その検討結果を受けて、本日同審議会よ 

り、労働大臣に対して、別添のとおり、「労 

働者の安全と健康の確保のための対策の推進 

について」の建議が行われた。

2労働省としては、この建議の趣旨を踏まえ、 

次期通常国会に労働安全衛生法等の改正法案 

の提出を行うほか、所要の措置を講ずる予定 

である。

(担当労働基準局安全衛生部計画課)

中央労働基準審議会建議の概要

1 労働者の安全と健康をめぐる現状と問題点

① 労働災害に関しては、年間20万人を超え 

る労働者が休業4日以上の災害を被り、約 

2500人の労働者が死亡している。その中で、 

建設業における労働災害が依然として多く、 

休業4日以上の死傷災害で全体の約3割、死 

亡災害で全体の約4割を占めている。さら 

に、昨年の状況をみても、広島市の橋桁落 

下事故、松戸市のずい道水没事故、移動式 

クレーンに係る事故など、一度に多数の死 

傷者を出す重大な災害が多発している。

② 労働者の健康に関しては、労働環境、作 

業態様等の変化により職場における疲労• 

ストレスを感じている労働者が高い割合に

達しており、疲労,ストレスの蓄積は心身 

症を引き起こすなど労働者の健康を損なう 

おそれがあるとともに、そのような状態で 

働くことがヒューマンエラーによる事故に 

つながることも多く、労働災害がなかなか 

減少しない背景の一つとなっているものと 

考えられ、すべての労働者にとって疲労- 

ストレスが蓄積されることのない、働きや

すい職場の形成が重要な課題となっている。

2建設業における労働災害防止の対策の方向

(1)中小規模現場における労働災害防止対策 

の充実

統括安全衛生責任者等の選任を要する現 

場の基準を現在の規模50人以上の現場から 

規模30人以上の現場に引き下げるとともに、 

規模1〇〜29人の現場については、当該現場 

を管理する支店、営業所等ごとに店社安全 

衛生管理者(仮称)を選任し、指導等を行わ
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中央労働基準審議会の建議-

せなければならないこととする。

(2) 元方事業者、注文者による安全確保対策 

の充実

① 元方事業者は、関係請負人及びその労働 

者に作業をさせ•る場合には、その作業場所 

に係る危険を防止するため必要な措置を講 

じなければならないこととする。

② 注文者による、請負人及びその労働者に 

対する、労働安全衛生法の違反につながる 

指示を禁止すること。

③ 建設機械等を用いる作業で複数の事業者 

の労働者が従事する場合について、元方事 

業者が安全確保対策について確認、指導を 

行うとともに、当該仕事を統括する事業者 

が当該作業に従事する労働者の労働災害を

防止するため必要な措置を講じなければな 

らないこととすること。

(3) 計画段階での安全衛生確保対策

① 労働大臣は、建設工事の発往者が安全衛 

生上配慮すべき事項についての指針を公表 

するとともに、指針について必要な指導等 

を行うことができることとすること。

② 労働大臣は、建設工事の計画が適切に作 

成されるようにするため、事業者が計画の 

危険性及び有害性を事前に評価するための 

指針を公表するとともに、指針について必 

要な指導等を行うことができることとする 

こと。

③ 都道府県労働基準局長は、労働基準監督 

界長に而出があった計画のうち、高度の技 

術的検討を要するものについて、審査をす 

ることができることとすること〇

(4) 労働災害の再発防止対策の充実

都道府県労働基準局長は、労働災害の再発 

を防止するために必要があると認めるときは、 

統括安全衛生責任者及び労働災害を発生させ 

た就業制限業務従事者等に対し、講習の受講 

を指示することができることとすること。

(5)その他

移動式クレーン、建設機械等に係る安全確 

保対策の充実、橋梁工事に係る安全確保対策 

の充実のための所要の措置を講ずることとす 

ること。

3快適職場の形成の促進のための対策の方向

(1) 快適職場の概念の明確化

快適職場とは、次に該当する職場であるこ 

とを明らかにすること。

① 労働者が作業を行う場所の空気、温湿度、 

照明その他の環境が適切な状態に維持管理 

されていること。

② 労働者の心身に負担の大きい作業が適切

に管理改善されているとともに、労働者に 

とって作業がしやすい配慮がなされている 

こと。

③ 職場における労働者の疲労•ストレスの 

蓄積を軽減し、又は解消するための適切な 

措置が講じられているとともに、洗面所等 

職場生活で使用する設備や休憩室等作業の 

疲れをとるために使用する設備等が清潔で

使いやすく整備されているものであること。

(2) 事業者の取組の促進

① 快適職場の形成と維持管理について事業 

者が措置を講ずるよう努めることとするこ 

と。

② 労働大臣は、当該措置に関する基本指針 

を策定することとすること。

(3) 快適職場推進計画を策定する場合の措置

① 事業者が、快適職場推進計画を策定した 

場合に、当該計画が基本指針に適合する旨 

の都道府県労働基準局長の認定を受けるこ 

とができることとすること。

② 国は、認定を受けた事業者に対し、低利 

融資制度の創設等所要の援助措置を講ずる 

こと等とすること。

(4) 国等による快適職場の普及のための措置

① 国は、快適職場の形成の促進を図るため、
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シンポジウムの開催等による普及啓発、職 

場の快適化のための技術等に関する調査研 

究等の推進を図ることとすること。

②中央労働災芮防Iヒ協会等に、快適職埸の 

形成等に取り組む事業者に対する指導、助 

言等の業務を行わせることとすること。■

中基審建議

平成4年1月10日
労働大臣近藤鉄雄殿

中央労働基準審議会 

会長 花見忠

労働者の安全と健康の確保のための

対策の推進について(建議)

当箝議会は、平成3年10月より、建設業にお 

ける総合的な労働災害防止対策及び快適職場の 

形成促進に関し、これを効果的に実施するため 

の方策について、労働災害防止部会において鋭 

总検討を行ってきたが、今般、別紙のとおり同 

部会の報告が取りまとめられた。

当密議会としては、この報告の趣旨に沿い、 

労働片の安全と健康の確保のための対策の推進 

を図るため、労働安全衛生関係法令の改正その 

他所要の措趵をとることが適当であると考える 

ので、この旨建議する。 ■

労災防止部会報告

平成3年12月
中央労働基準審議会労働災害防止部会報告

労働者の安全と健康の確保のための

対策の推進について

第1 労働者の安全と健康をめぐる現状と課題

Iはじめに

イ労働者の安全と健康をめぐる状況をみる 

と、まず、労働災害の発生件数は、長期的 

には減少してきているが、最近その減少倾 

向が鈍化しており、今日でもなお年間20万 

人を超える労働者が休業4日以上の災害を 

被っている。また、労働災害による死亡者 

数は年間2500人にのぼり、最近增加倾向が 

みられる。

また、労働者の健康の状況は、労働力人 

ロの高齢化が進む中で、中高年齢労働者に 

は、いわゆる成人病を持っ者の割合が高く 

なってきているとともに、说近では、労働 

環境、作業態様等の変化により職塌におけ 

る疲労•ストレスを感じている労働者が高 

い割合に達しており、これへの対応が求め 

られている。

ロ労働災害に関しては、建設業における労 

働災害が依然として多く、休業4日以上の 

死傷災害で全体の約3割、死亡災害で全体 

の約4割を占めている。さらに、今年に入 

ってからの状況をみても、他の産業では死 

亡者数が減少する倾向にある中で、建設業 

では增加の兆しがみられ、また、広岛市の 

橋桁落下事故、松戸市のずい道水没帘故、 

移動式クレーンに係る唞故など、—度に多 

数の死傷者を出す重大な災害が多発してい 

る。こうした中で、建設業における総合的 

な労働災害防止対策の確立が通も重要な課 

題である。

ハ労働者の健康に関しては、職場における 

疲労.ストレスを感じている労働者が多い 

という状況が、労働者が終済水準の割には
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豊かさを実感できない原因の一つともなっ 

ている。また、疲労•ストレスの蓄積は心 

身症を引き起こすなど労働者の健康を損な 

うおそれがあるとともに、そのような状態 

で働くことがヒ’ユーマンエラーによる事故 

につながることも多く、労働災害がなかな 

か減少しない背景の一つとなっているもの 

と考えられ、すべての労働者にとって疲労 

•ストレスが蓄積されることのない、働き 

やすい職場の形成が重要な課題となってい 

る〇

二 木報告では、このような状況に対処し、 

労働者の安全と健康の確保を図るため、建 

設業における総合的な労働災害防止対策の 

確立及び「すべての労働者にとって疲労• 

ストレスが蓄積されることのない、働きや 

すい職場」、すなわち快適職場の形成の促 

進について対策の方向を提言することとし 

た〇

ホ労働者の健康に関しては、さらに、作業 

関連疾患といわれる虚血性心疾患、腰痛症 

など筋骨格系疾患等に関しても、発症の様 

々な要因の中に仕事も関係していることか 

ら、その予防対策が重要な課題となってい 

る。また、こうした予防対策やTHPのよ 

り一屑の推進のためには、産業医活動の充 

実等職場における健康管理体制の充実も課 

題として残されており、今回取り上げなか 

つたこれらの課題について、速やかにその 

対策を検討するべきである。

11建設業における労働災害の現状と課題 

1中小規模現場

イ 建設業における現場規模別の災害の発生 

状況をみると、規模50人未満の中小規模現 

場において災害が多く発生しており、これ 

らの現場における労働災害の防止が重要な 

課題である。

---------------中央労働基準審議会の_

ロ重層下請構造である建設現與においては 

混在作業による災害を防止するためにノじ’ 

方事業者が協議組織の設迎符,y.|.；| 
の速絡•調整などの措穴(以ド「統仏‘ヶ今 

衛生管理」という。)を確実に実施するこ 

とが必要であるが、統括安全衛生符邱体制 

が義務付けられていない中小規模现均て-U. 
これらの措置が十分に実施されていない圾 

合が多く、統括安全衛生管理体制の搬、',：を 

図る必要がある。

ハ低層住宅建築工事における死亡災肖は迚 

設業全体の死亡災害のうちの1割を占めて 

おり、自主的労働災害防止活動の活性化、 

安全な施行方法の定着等を図る必要がある。 

2元方事業者、注文者の措置

イ 建設工事は、通常、重餍下請構造で让,K 
が行われ、元方事業者は工事全体の総合的 

な管理、監督を行い、関係請負人が直接施 

ェを行う。こうした状況の下で、事故が発 

生した場合に被災するのは関係請負人の労 

働者である場合が多いが、元方事業者、往 

文者に安全対策上の問題があったと考えら 

れるものが相当あり、これらの者による安 

全確保対策の充実が重要な課題である。 

ロ労働安全衛生法令による安全確保のため 

の措置を講ずる義務はそれぞれの作業を謂 

け負っている関係請負人にあるが、これら 

の措圃の中には、作業場所の変史を伴うな 

ど関係請負人が行うことが闲難であるもの 

がある。このため、関係請負人では十分な 

対策を取り得ず、それが災害につながって 

いる例もみられるので、関係請負人が行う 

ことが困難な作業場所の安全の確保のため 

の措置については、元方事業者が行うこと 

とすることが必要である。

ハ 建設工事においては、現場で具体的な打 

ち合わせをしながら仕事が行われているが、 

関係請負人等が法令に違反することになる
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ような指示を注文者が行うことがあり、そ 

のような仕事の指示が行われることがない 

ようにする必要がある。

二建設現場で労働災害に被災した労働者の 

1/3が当該現場に就労して一週問以内に被 

災しており、当該現場で新たに就労する際 

に、現場ごとの状況に関して十分な情報が 

付,されるようにする必要がある。

ホ 建設機械、移動式クレーン等の転倒等に 

より重大な災害が発生しているが、なかに 

は適切な整備点検が行われていない機械が 

持ち込まれ、あるいは資格がない者が操作 

している'K例や必要な作業計圆が作成され 

ていない事例がある。

また、建設機械等を用いて仕事を行う場 

合には、当該建設機械等を用いる作業を含 

んだ让屯を請け負った専門工事業者が、建 

設機械等の運転による作業やその関速作業 

をその労働者や関係請負人の労働者にそれ 

それの作業を分担させて仕事を行うことが 

多く、当該専門工事業者が関係請負人の労 

働者を含めた安全確保を行うことが必要で 

ある〇

3関係請負人の措置

建設現埸における労働災害を防止するため 

には、元方事業者が適切な統括安全衛生管理 

を行うとともに、工事を直接施工する関係請 

負人が事業者としての責務を全うすることが 

必要であるが、関係請負人の大部分は中小規 

模の專門工事事業者であることから、卜分な 

安全衛生管现が行われていない面もみられ、 

専門工事寧業者の安全衛生管理水準を向上さ 

せる必要がある。

また、重屑下請構造である建設現場におけ 

る混在作業による災害を防止するためには、 

元方事業者だけで対処できるものではなく、 

元方事業者が行う統括安全衛生管理に応じて、 

関係請負人においても所要の措置が講ぜられ

る必要があり、関係請負人における体制の整 

備を図る必要がある。

4計画段階での安全衛生の確保

イ迚設業における労働災密を防止するため 

には、それぞれの工事ごとに、発注、施工

計画の作成の段階から個別に安全衛生確保 

対策を講ずる必要があるが、現実には、発 

注条fl:が不適切であったり、元方事業者が 

施工計画の作成にあたって十分な安全性の 

評価を行っていないために災害が発生して 

いる例があり、計画段階での安全衛生確保 

対策の充実が重要な課題である。

ロ建設工事では、発注条件が施工方法等に 

大きな影響を及ぼすが、現実には安全衛生 

上問題がある設計条件の発注が行われ、そ 

れが原因で災害が発生している事例がある 

ほか、発注者に対する要望として、適正な 

ェ則の設定、適正な安全経八の設定等をあ 

げるものが多い。

また、1っの工事計画が複数の工区に分 

割されて発注される場合にある工区の施工 

の状況等が他の工区の安全に影晋を与える 

場合があり、このような場合には発注者が 

工区間の調整等を行うことが必要である。 

ハ 安全な施工方法がとられるようにするた 

めには、計画、設計段階から安全衛生面に 

ついての検討を行い、所要の対策を講ずる 

ことが必要であり、セーフティ•アセスメ 

ントを実施していたならば防止できたと考 

えられる災害も発生していることから、そ 

の的確な実施を促進する必要がある。

二建設工事の中には、地質が極めて軟弱な 

ところや有害ガスが発生するところで行う 

もの等危険性の高いものがあり、このよう 

な建設工事については、あらかじめ専門的 

な観点から個別に当該工事の安全性が検討 

されるようにする必要がある。

ホ 労働災害の発生状況を踏まえて、労働安
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全衛生法第88条による計画の届出の対象の 

見直しが必嬰である。

5労働災害再発防止対策の充実

建設現場における労働災害の発生状況を 

みると、無災害を長く続けている现埸があ 

る一方で、災害が繰り返し発生している現 

場があり、行現場の安全衛生水準には大き 

な差異があり、災害が多く発生している現 

場の統括安全衛生責任者等の安全意識の向 

上が必要である。

また、免許所持者等が日常の業務の中で 

の慣れなどから適正な作業を行わず、これ 

が災害につながっている事例もみられるこ 

とから、労働災害を発生させた免許所持者 

等の安全衛生に関する意識、知識の向上を 

図ることが必要である。

6その他

移動式クレーン等の関係作業における死亡 

災害は依然として多く、移勋式クレーン等の 

転倒防止を中心に対策の充実が必嬰である。 

ドラグシヨベル等の建設機械についても、荷 

のつり上げによる災害が発生していることか 

ら、当該作業の適正化を図る必要がある。

また、橋梁工事においては、橋桁の据付け 

作業中における橋梁の落下等一叫に多数の労 

働者が被災する災害が多発しており、橋梁エ 

事における安全確保対策の充実を図る必要が 

ある〇 .

さらに、橋梁建設工事を屮心として型わく 

支保エが倒壊したことによる災害が発生して 

おり、型わく支保エが十分な強度を具備する 

よう基準の充実が必要である。

in職場環境をめぐる現状と課題

1快適職場の形成の必要性

イ近年の技術革新の進展、サービス経済化 

の進展等に伴う職場の労働環境、作業態様 

の変化等により多くの労働者が疲労•スト 

レスを感じている。また、工場や建設現場

等においては、重筋作業、署熱作業利.脚 

者の心身に負担の大きな作業がなお況作し 

ている。このため、職場における労働片の 

疲労•ストレスの苦痛をいかに除き、柃从 

していくかという観点から職場の在り方を 

見直す必要がある。

ロ経済的豊かさを実現した今□、国民の总 

識は物質的な豊かさから心の豊かさへと人 

きく変化してきており、労働者の意識にお 

いても、働きやすい職場環境が重視されて 

きている。こうした労働者の意識の根底に 

は、健康に対し強い関心を示し、生活をよ 

り重視しようとする社会的な状況があり、 

企業がこれに的確に応えていくことが求め 

られている。

ハ 労働力人口の高齢化の進肢により、職坳 

における高齢者の割合が高まるとともに、 

女性の職場進出が進んでいる状況下で、例 

えば、作業方法を壮靑年男子を想定したも 

のから、高齢者や女性にもあったものに変 

えていく等により、これまでに比べ作業が 

しやすく、休憩室等が整備された職場の形 

成が必要となっている。

二 以上のような職場をめぐる状況を踏まえ、 

これからの職場として、「すべての労働者 

にとって、疲労•ストレスが蓄積されるこ 

とのない、働きやすい職場」を実現してい 

くことが必要となっている。

2快適職場の基本的考え方

労働者の職場における疲労•ストレスは、 

作業環境、作業方法、労働時問、職場の人間 

関係、職場組織などの多くの要素に関連する 

が、ここでは、すでに別途行われている施策 

との関係等を考慮して、作業環境及び作業方 

法を中心として取り上げることとする。この 

ような観点において、労働者にとって疲労- 

ストレスが蓄積されることのない働きやすい 

職場とするためには、次のような職場を実現
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していくことが必要である。

イ「作業を行う場が快適であることJ
作業を行う場所の空気、温湿度、照度等 

が適切な状態に維持管理されていること 

ロ 「作業を快適に行えること」

労働者の心身に負担の大きい作業が適切 

に管理、改善されているとともに、労働者 

にとって作業しやすい配慮がなされている 

こと

ハ「サポートシステムが整備されているこ 

と』

職場における労働者の疲労•ストレスの 

蓄積を軽減又は解消するための適切な措置 

が講じられているとともに、洗而所等職坳 

生活で使用する設備や休憩室等作業の疲れ 

をとるために使用する設備が清潔で使いや 

すく整備されていること(これらの措置、 

設備を総称して「サポートシステム」と呼 

ぶこととする。)

3快適職場への取組の促進

イ 上記2のような職場が形成され、疲労• 

ストレスが蓄稍することなく、いきいきと 

健康で働き続けることができるようになる 

ことは、労働者にとって極めて大切である 

ことはもとより、企業にとっても、勤労意 

欲や作業能率が向上し、職場が活性化され、 

人材確保の面からも有効であるなどのメリ 

ットが生じよう。

また、疲労•ストレスの蓄積は、労働者 

の健康を損なうおそれがあるほか、疲れを 

持ちつつ働くことが労働災害につながるこ 

ともあるので、上記2のような職場の実現 

は、労働者の健康の確保と労働災害の防止 

の観点からも重要である。

以下、その意義を込めて、このような職 

場を「快適職場」と呼ぶこととしたい。そ 

して、事業者がこの課題に取り組みやすい 

環境をつくっていくことが重要である。

ロ快適職場を実現するためには、職場にお 

ける作業や設備の状況を点検し、総合的な 

視点から改善を進める必要がある。

また、快適職場は、いったん施設、設備 

の整備を行えばそれで終わるというもので 

はなく、それらの施設、設備が適切に維持 

管理され、継続的に作業を行う場や作業が 

快適である状態を確保することが必要であ 

る〇

さらに、作業そのものあるいは職場の人 

間関係や職場組織等から生ずる労働者の疲 

労,ストレスの蓄積の軽減を図るためには、 

管理者に対するメンタルヘルス教育の実施 

など継続的な対応が必要である。

このように、事業者の快適職場への取紺 

は、継続的かっ計画的に進められる必要が 

ある〇

ハ 事業者により既に行われている職場を快 

適なものとするための取組は、現在のとこ 

ろ総じて試行錯誤の状態であり、必ずしも 

有効かっ適切な取組が行われていない而が 

あり、快適職場への取組が適切に行われる 

ようにするためには、快適職塌の具体像、 

快適職場を実現するための手法、快適職塌 

を形成するに当たっての配慮事項等が示さ 

れる必要がある。

二快適職場への取組は、各事業者がそれぞ 

れの創意工夫によって進めていくべきもの 

であるが、このような事業者の取組を促進 

し、支援するために、一定の要件の下で、 

その実現を目指す事業者に対して国が桢極 

的な支援を行う仕組みを設けるとともに、 

それによって、快適職場が実現され、適切 

に維持管理されている場合には、労働安全 

衛生に係る規制について、その状態にふさ 

わしい合理的なものとすることが適当であ 

る〇

4国の役割
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(1) 普及啓発

快適職場の形成を円滑に進めるためには、 

快適職場についての労使及び社会全体の理 

解を深めていくことが不可欠である。特に、 

快適職場への取紐はまだ始まったばかりで 

あるので、快適職場形成促進の気運醸成を 

図ることが極めて重要である。このため、 

快適職場づくりの怠苑、貝体的な進め方等 

についての普及啓発を行っていくことが必 

要である。

また、普及啓発を進めるに当たっては、 

快適職場がすぐに実現できない場合には段 

階的に取り組むことが考えられることに配 

慮するとともに、快適職場への取組が遅れ 

がちな中小企業に対するきめ細かい配慮が 

必要である。

その際、中央労働災肖防IL.協会などの協 

ヵを得て、様々な方法によって粹及啟発を 

進めることが適当である。

(2) 調査研究
快適職場への取紺を実効あるものとする 

ためには、今後、職坳における疲労•スト 

レスの原因及び発生のメカニズム、作業姿 

勢と疲労との関係、騒音防止技術等快適化 

のための技術開発、快適性についての評侧 

方法、諸外国における職場改善の実態など 

快適職場に係る調査研究を推進することが 

必要である。

(3) 企業の取紺に対する支援

快適職場の形成のための投資は直ちに収 

益の向上に結ぶっくものではないため、企 

業としては、職場環境改善の意向は持ちつ 

つもこのような投資のプライオリティは低 

くなりがちな而がある。また、快適職場の 

意義を十分理解しつつも、そのための資金 

の確保に困難を来す企業も相当数あること 

が見込まれる。

また、快適職場の実現のためには、職場

全体を見直し、施設、設備等に関して技術 

的な検討を行う必要があるが、各企菜にお 

いては、これらについてのノウハウが十分 

ではない而がある。

このため、低利融資制度の創設や郎|"1家 

による相談体制の整備など支援措置を設け 

ることが必要である。

第2建設業における労働災害防止の対策の方 

向

I中小規模現場における労働災害防止対策の 

充実

1安全衛生管理体制の充実

(1)統括安全衛生寅任者等の選任を要する現 

場の規模のGIドげ中規模現場一

イ統括安全衛生Fi任者、元方安全衛生行现 

街及び安全衛生任界の選任の必要な现坳 

の規模を、現在の规模50人以上の現埸から 

規模30人以上の現埸とすること。

ロ統括安全衛任者等の職務等について 

は、規模50人以tの現場におけるものと同 

じとすること。

(2 )店社安全衛生管理者(仮称)制度の創設 

小規模現場

イ建設業の事業者は、規模I〇〜29人の建設 

工事を元方事業者として施行する場合、当 

該建設エポの现埸を行理している店社に店 

社安全衛生管现杏(仮称)を選任しなければ 

ならないこととする。

この場合において、店社安全衛生管理者 

(仮称)は、当該現場において統括安全衛生 

責任者及び元方安全衛生責任者を選任して 

いるものを除き、10現場程度ごとに1人選 

任することが適当であること。

ロ店社安全衛生管理者(仮称)の職務は次の 

とおりとすること。

①現場において労働安全衛生法第30条第
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1項各号の事項が確実に実施されるよう 

指導監督すること。

② 1月ごとに1回以上当該現場を巡視する 

こと。

③ 現場の状況を把握しておくこと。

④ 随時協議組織に参加すること。

⑤ 仕事の工程に関する計画及び作業場所 

における機械、設備等の配厲に関する訃 

画を審査すること。

ハ事業者は、店社安全衛生管理者(仮称)に 

対し、労働安全衛生法第30条第1項の事項 

が現場において確実に実施されるよう指導 

監督する権限を与えなければならないこと 

とすること。

二店社安全衛生管理者(仮称)の資格要件は 

元方労働安全衛生管理者と同等とすること。 

ホ労働基準監督署長は労働災害を防Itする 

ために必要があると認めるときは、帘業者 

に対し、店社安全衛生管理者(仮称)の增員 

又は解任を命ずることができることとする 

こと〇

へ店社安全衛生管理者(仮称)の選任の必要 

な工事については、労働安全衛生規則第 

664条の報告において、店社安全衛生管理 

者(仮称)の氏名を報告することとすること。 

(3)新たに元方安全衛生管理者、店社安全衛 

生管理者(仮称)となる者に対する支援 

新たに元方安全衛生管理者、店社安全衛 

生管理者(仮称)になる者に対するレベルア 

ップのための研修の実施、現場又は店社に 

おける統括安全衛生符理に関する相談の実 

施など所要の支援を行うことが強く望まれ 

る〇

2低層住宅建築工事における労働災害防止対 

策の充実

各都道府県ごとに設けられている木造家屋 

建築工事安全対策委員会の活動のより一展の 

活性化を図ることに加え、

(1) プレハブメーカー、大手注文住宅建築業 

者による安全施工に関する自主的な協議組 

織の設厲を図り、工事を应接施工する專門 

丁.帘業汽に対するI分な侣禮が彳fわれるよ 

うにすること〇

(2) 足場についての中小企業金融公庫の産業 

安全貸付制度等の融資制度のより一層の周 

知に努め安全な足場の設跨の促進を図るこ 

と。

3小規模土木工事における労働災害防止対策 

の充実

(1) 工事の種類ごとに安全施工指針を策定し、 

その周知を図ること。

(2) 中小企業共同安全衛生改善事業助成制度 

の利用促進を図ること等により小規模土木 

工事を施工する地域別、発注系列別の小業 

者の集団の自主的労働災害防止活動の活性 

化を図ること。

(3) 発注者が安全な施工に関し、十分な醜、 

指導を行うための措置を講じること。

II元方事業者、注文者による安全確保対策の 

充実

1 元方事業者による作業場所の安全確保対策 

の充実

イ元方ボ業者は、関係誚負人及びその労働 

者に作業をさせる場合に、当該作業をする 

塌所に係る危険を防止するため、必要な措 

置を講じなければならないこととすること。 

ロ元方ボ業者が講ずべき措證の内容として 

は、例えば次のようなことが考えられる。

① 基礎工事用建設機械、移動式クレーン 

等を用いた仕事を請け負わせるときは、 

作業場所の地盤の状態等を確認し、倒 

のおそれがある場合には地盤の改良、敷 

板の施設等の措置をとること。

② 架空電線に近接した場所の仕事を請け 

負わせるときは、呢線の移設、囲いの設
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置等の措岡をとること。

③土砂册壞のおそれがある場所における 

仕事を誚け負わせるときは、土止め支保 

ェの設置等の措厲をとること。

2注文者の違法な仕事の指示の防止

往文者は、当該請け货わせている仕唞に関 

し、関係請負人又はその労働者が、労働安全 

衛生法令に通反することとなる指示を行って 

はならない旨の規定を設けることとすること。 

3新たに業務に就く関係請負人の労働者に対 

する現場の状況等の周知

元方事業者は、関係請負人の労働者が新た 

に当該現場で就労する場合に、現場全体の状 

況、現場内での危険箇所、作業相互の関係等 

について周知し、又は関係請負人による周知 

を援助しなければならないこととすること。 

4建設機械等に係る安全確保対策の充実

(1) 元方事業者による安全確保対策

イ 元方事菜者は、建設機械、移動式クレー 

ン等を使mする仕事が関係請負人等の労働 

者が混在して行われる場合にあっては、当 

該機械を用いて行う作業の安全を確保する 

ために必要な確認、指樽を行わなければな 

らないこととすること。

ロ元方事業者が講ずべき措矜の内容として 

は、例えば次のようなことが考えられる。

① 建設機械等の定期自主検査等の実施の 

有無、逝転者等の免許等の有無の確認

② 作業計画の作成、運行経路の設定等に 

ついての確認と必要な指導

(2) 建設機械等を用いる仕形を統括する者に 

よる安全確保対策

イ 建設機械等を用いる仕事を行うに当たり、 

関係請負人の労働者が混在して作業を行う 

場合には、当該建設機械等を用いる仕事全 

体を統括する者は、その労働者及び関係請 

負人の労働荇の災害を防止するため、必要 

な措置を講じなければならないこととする

中央労働基準審議会の建说一

こと〇

ロ建設機械等を用いる仕讲を統括する片が 

講ずべき措置の内容としては、例えば次の 

ようなことが考えられる。

① 関係請負人に対して、作業内容、指押 

系統、合図の方法、迎行経路等をW知す 

ること。

② 建設饯慽等との接触等を防止するため、 

危険区域内への立入禁止、誘導者の配置 

等の必要な措置を講ずること。

III関係請負人による安全確保対策の充実

1 関係請負人の事業者としての安全確保対策 

の徹底

専門工事業者が事業者としての安全確保対 

策を十分に行うよう、閲係団体等を通じた指 

導の徹底を図ること。

2関係請負人における安全衛生管理体制の充 

実

関係請負人が選任する安全衛生資任者の職 

務に次の事項を加えること。

① 元方帛業者の行う作果間の連絡調幣に応 

じて当該誚負人が講ずべき措置を実施する 

こと。

② 当該関係,vm人が作成する作業計闹等に 

ついて統括安全衛生责任者と調整を行うこ 

と。

③ 元方が行う協謎紺織に参加する際 

に、混在作業に係る危険な作業及び場所等 

に関して労働者の意見を聴くようにするこ 

と〇

④ 当該関係諮負人が当該場所で後次の請負 

人に仕事を行わせる場合には、当該関係請 

負人の安全衛生責任者と連絡調整を行い、 

必要な措置が行われるよう指導すること。

IV計画段階での安全衛生確保対策の充実

1 発注段階における安全衛生確保のための措
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置の充実

(1)発注者が安全衛生上配慮すべき事項に関 

する指針の策定

ィ労働人以は、雄設ェ$の発iK行が安个衛 

生上配慮すべき事項についての聯I'を公表 

するとともに、建設工事の発注者又はその 

団体に対し、必要な指導等を行うことがで 

きることとすること。

ロ指針の内容としては、次の事項が考えら 

れる。

① 適正な工期の設定

② 工事の安全な施工に配磁した設計の実 

施及び工法の選定

③ 安全衛生を確保するための矸れ

④ 施工条件の変化等への的確な対応

⑤ 複数の工区に分けて発注する場合にお 

ける工区問の調整

(2 )設計担当者等の安全衛tに関する知識の 

向上

発注者の設計、積算' 工事監督を担当す 

る者(発注者が依頼する設計コンサルタン 

卜を含む。)について建設工事の発注者及 

びその団体の協力を得て、設計' 稻諄、エ 

が監督の際に工事の安全施工に関して配慮 

すべき事項等に関する知識の向エを図るこ 

と。

(3)労働基準行政機関と公共工事発注機関と 

の迪携の強化

ィ 労働基準行政機関と建設省、運輸省、地 

方公共団体等の公共工事発注機関との間の 

迎携を強化し、適正な工期の設定' 工事の 

安全な施工に配慮した設計の実施等のため 

の方策を検討し、発往段階における災害防 

止対策の充実を図ること。

ロ大規模プロジェクトエ事については、労 

働基準行政機関と発注者とが密接に連絡を 

とって発注者において工事全体にわたる安 

全衛生確保のために必要な措置が講ぜられ

るようにすること。

2セーフティ•アセスメント(安全衛生事前 

評価)の促進

仍働人ほは、沾設工1nの計刺が適wに作成 

されるようにするため、必獎があると認める 

ものについて、事業者が当該計画の危険性及 

び有害性を事前に評価し' その評価に応じた 

対策を講ずるための指針を公表することとす 

るとともに' 必要な指導等を行うことができ 

ることとすること。

3都道府県労働基準局長の審査制度の新設

(1) 都道府県労働基準局長は、労働基準監锊 

署長に届出があった計画のうち' 髙度の技 

術的検討を要するものについて密杏をする 

ことができることとすること。

(2) 都道府県労働基準局長は、審査を行うに 

当たっては、学識経験者の意見を聴かなけ 

ればならないこととし、当該学識経験片は 

計醐に関して知り得た秘密を漏らしてはな 

らないこととすること。

(3) 都道府県'力•働基準局長は、屈出をしたW 
業者の意見を聴いた上で' 労働災害を防止 

するために必要な事項について勧告、要誚 

を行うことができることとすること。

4計画の届出の対象工事の見直し

(1) 最大支間30m以上の橋梁の建設等の仕事 

を計画の屈出の対象として追加すること。

(2) ずい道の建設等の仕事のうち' 労働行が 

ずい道等の内部に人らないものを計闹の屈 

出の対象から除外すること。

V労働災害の再発防止対策の充実

(1)統括安全衛生責任者等に対する講留 

都道府県労働越準局長は' 労働災洛のR 
発を防止するために必要があると認めると 

きは' 統括安全衛生責任者等に対して講習 

の受講を指示することができることとする 

こと。
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(2)就業制限業務従事者に対する講習

都道府県労働基準局長は、就業制限業務 

従事者が労働災害を発生させたとき又は労 

側安个衛卞法令の規记に迎反したときは、 

当該従事者に対'して講習の受講を指示する 

ことができることとすること。

VIその他

1 移動式クレーン、建設機械等に係る安全確 

保対策の充実

(1) 移動式クレーン等に係る安全確保対策の

充実

労働災害発生状況を踏まえ、移動式クレ 

ーン等について、事業者の講ずべき措置等 

規制の内容について見直しを行うこと。

(2) 建設機械等の安全性向上のための検討の

実施

建設機械' 移動式クレーン等について機 

械自体の改良と適正な作業の実施の確保と 

の両面から総合的な研究が行われることが 

望まれる。

2橋梁工事に係る安全確保対策の充実

(1) 撟梁架設等作業に係る作業主任者の新設 

イ橋梁の架設等の作業について、作業主任

者を選任しなければならないこととするこ 

と。

ロ当該作業主任者の職務は次のとおりとす 

ること。

① 作業の方法及び労働者の配遇を決定し、 

作業を直接指撺すること。

② 器具、工具、安全帯及び保護帽の機能 

を点検し、不良品を除くこと〇

③ 安全帯及び保護帽の使川状況を監視す 

ること。

(2) 橋梁架設等作業に係る事業者の措置義務 

の新設

橋梁の架設等の作業について、調査の実 

施、作業計画の作成等安全のための基準を

定めることとすること。

3型わく支保エに係る安全基準の整備

(1) 型わく支保エに関する技術的検討を踏ま 

えて' 别わく支保エに係る安令柳の幣備、 

充実を図ること。

(2) 型わく支保エに係る技術エの指針を作成 

すること。

4背景事情への対応

建設業において労働災害が多発している背 

景には発注のあり方や重層下諮関係の下で作 

業が行われていること等の問題がある。本報 

告においても発注者が安全衛生上配慮すべき 

事項に関する指針の策定等対策の方向を示し 

たところであるが、今後、これらの背景事情 

に対する対策をより一層充実させる必要があ 

り、このための検討の場を設け、必要に応じ 

関係行政機関の参加を求める等により、総合 

的な検討を進める必要がある。

第3快適職場の形成促進のための対策の方向

I快適職場の概念の明確化

快適職場とは、次に該当する職場であるこ 

とを明らかにすること。

(1) 労働者が作業を行う場所の空気、温湿度、 

照明その他の環境が適切な状態に維持管理 

されていること。

(2) 労働者の心身に負担の大きい作業が適切 

に管理改善されているとともに、労働者に 

とって作業がしやすい配慮がなされている 

こと。

(3) 職場における労働者の疲労•ストレスの 

蓄桢を軽減し、又は解消するための適切な 

措贾が講じられているとともに、洗面所等 

職場生活で使用する設備や休憩室等作業の 

疲れをとるために使用する設備等が消潔で 

使いやすく整備されているものであること。
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II事業者の取組の促進

1事業者の貴務

現在、事業者は作業環境を快適な状態に維 

持符现するように努めること(労働安全衛士 

法第64条)とされているが、今後は、作業環 

境に限らず、作業方法やサポートシステムを 

含めた職場全体を快適なものとするための取 

紺が求められることから、事業者は上記丨の 

ような快適職場を形成し、及びこれを維持管 

现するための措置を計画的かつ継続的に講ず 

るよう努めることとすること。

2基本指針

イ事業者の快適職場への取組が円消かつ効 

果的に行われるようにするため、労働大臣 

は、ボ業者が行う快適職場を形成し、及び 

これを維持管现するための措霡に関する基 

本的な指針(以下「基本指針」という。)を 

策定することとすること。

ロ労働大臣は、越本指針を策定する場合は、 

中央労働堪準密議会の意見を聴くこととす 

るとともに、これを策定したときは、公表 

することとすること。

111快適職場推進計画を策定する場合の措置

(1) 計［呵の認定

ボ業者は、快適職場への取組を行うに当 

たって、快適職坳推進計画を策定した場合 

には、その申誚によって、当該計両が基本 

指針に適介するものである旨の都道府県労 

働堪準局長の認定を受けることができるこ 

ととすること。

(2) 都道府昭労働站準局長の認定を受ける場 

合においては、快適職場推進計画について、 

次のとおりとすることが適当である。

イ快適職場推進計画には、次の事項を記載 

するものとすること。

① 計画の目標

② 計画の期問

③ 快適職場を形成するための設備、施設

等の整備に関すること

④ 快適職場を維持するための設備、施設 

等の維持管现に関すること

⑤ 快適職場推進者の設跤その他快適職垛 

を形成し維待管理するための体制に関す 

ること

ロ快適職場推進計両の策定に1たっては、 

衛生委員会等において検討することとする 

こと。

(3)認定を受けた事業者に対する措置 

イ国は、認定を受けた负業荇が認定計画に 

従って行う設備、施設等の改善に対する低 

利融資制度の创設、各楝助成制度のあっせ 

ん、相談の実施等所要の援助を行うことと 

すること。

ロ認定計画に従って快適職垛を維持するた 

めの設備、施設等の管理を行う事業場であ 

って、一定の要件を満たすものについては、 

労働安全衛生法の規定の適川に関する特例 

を設けることとすること。

IV国等による快適職頃の普及のための1昔置 

1普及啓発等

国は、快適職場の形成の促進を図るため、 

シンポジウムの開催、改善列览の作成、捉 

供等による普及啓発、職場の快適化のための 

技術、諸外国の実態等に関する調杏研究等の 

推進を図ることとすること。

2快適職場推進センター

労働者の安全と健康の確保にかかわる活勋 

を行っている中央労働災害防止協会等を快適 

職場推進センターと位时付け、IIIの(3)のイ 

の認定を受けた事業者に対する援助を行わせ 

るとともに、快適職場に取り組む事業者に対 

する指押、助言、快適職場に関する調査研究、 

快適職埸に係る悄報資料の収策及び提供等を 

行わせることとすること。 ■

28安全センター情報*92年2月号

補助教材編⑤
連載/IL〇マニュアルの活用一

休息条件を見直そう

労働科学研究所 g

1はじめに

われわれ日本人の場合、かたよったかたちで 

価値観を強要されることがよくあります。もの 

をっくること、働くことについては高い評価が 

与えられるが、休むことに対しての正当な評価 

はいまだに確立しているとはいいがたい。「勧 

労の義務jは惠法に明記されていても、「休息 

の権利」はそう明確ではありません。

しかし、人問は寝ないことには絶対に生存し 

えない。どんなに頑張っても、2晩の完全徹夜 

をやりきることはそうやさしいことではない。 

人生80年生きたとしても、2万9千日。そのうち 

のたった2日も続けて起きていられない。人問 

とはそういう存在です。休むことはむだをむさ 

ぼることもあるが、同ll.*Hこ次の創造的な活動を 

生み出す源泉です。頑張りすぎて過労死やバー 

ンアウトしてしまうのではなく、休息をうまく 

折り込むことで、労働•生活の質がよくなって 

いくような設計をしたいものです。こんな目で 

職場の休息条件をもう一度見直していきたい。

2休息条件のチIック

職場の休息条件をチェックし、必要な改善を 

すすめるうえで知っておきたいのは、

一休息と疲労回復

一残業とゆとり

一節目づくり

井一博

の3つです。

①休息と疲労回復

疲労には2つの性質があります。可逆性と進 

行性という性質です。人問である以上、何かを 

していればかならず疲れます。でもこれは病気 

でも何でもなく、ごく自然な生理的な現象です。 

大帛なことは疲れを感じはじめたときにタイミ 

ングよく休めるかどうかです。タイミングよく 

休め、気分転換がはかられれば、疲労は回復さ 

れ、もとの元気な状態にかならず戻ります。こ 

れが可逆性といわれるものです。

問題は、fl:事中に疲れたからといってもかな 

らずしも休めるとはかぎりません。ベルトコン 

ベアの什事では、時問がくるまでコンベアをと 

めることは不可能です。窓口で容が待っていれ 

ば手を休めることはできません。納期が切迫し 

ていれば頑張らざるをえません。こうした状況 

では少々疲れていても、また少々肩が痛くても 

がまんして什事を続けてしまうことが??•通です。 

でも心身の疲れはどうなるでしよう。これが進 

行性という性質です。答えは、回復することな 

く疲労は進行します。

すでにおわかりのとおり、疲労がもとに戻り、 

いつも元気でいられるか、疲労こんぱいしてバ 

テきってしまうかの境目は、勤務内外の「休息 

条件」にかかっているといっても過言ではあり 

ません。これが第一のポイントです。

②残業とゆとり

いまの休息と疲労回復との関辿でいえば、作 

業に伴って起こる疲労のコントロールが必要で 

す。f木恕時問のあり方のほか、作業中に手休め 

や目休めがもてるゆとりづくりが改善の中心に
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なります。同じ文脈でいえば、作業時間と睡眠 

時間のバランスをはかっていくことが、改善の 

もう一つのポイントになります。過労死の例を 

あげるまでもなく、過大な残業や変則勤務によ 

って休息が著しく阻害されれば、過労過程をへ 

て、死にいたることもあることは周知のとおり 

です。

もう一つ敢要なことは、からだがいつも疲れ 

きった状態にあるようでは、いい仕事、いい遊 

びには遠くおぼつかないでしよう。今日•明日 

の仕事に追いまくられていては、自律的で、し 

かもまわりに気配りのきいたいい生活などにな 

りようもありません。疲労対策、健康対策にと 

どまらずに、労働•生活の質の改善に重きをお 

いて、「ゆとり」を考えてみたいものです。

この点からいっても、時短の重要性を強調す 

ることについては何の異論もないと思います。 

ここで、時短における残業の位謖について少し 

考えてみてみましよう。

とりあえず、年問の労働時間の目標を1800時 

問において考えてみます。1800時間とはどのく 

らいの水準なのでしよう。おおよその検討をつ 

けておけば、いろいろな場面で役立ちます。 

完全週休2日を前提にすれば、年間の土 •日 

の日数は104日、これに祝日の13日を加えれば、 

104+ 13 = 1170
になります。休日をこれだけとすれば、年間の 

勤務日数は、

365-117 = 248 日
です。労働ロの長さを8時問、7.511$問、7時問 

の3棟類を想定すれば、

248 x 8= 1984 時問

248X7.5 = 1860時間
248 x 7 = 1736時間 

となります。ここから労働日の長短が、年間の 

労働時問の長さに直接貢献することをみてとれ 

ます。それはともかく、7.5時問以内なら、な 

んとなく1800時間につじつまが合わせられそう
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です。しかし問題はこれからです。少なくとも、 

3つの問題をクリアする必要がありそうです。 

長期休暇の設定、年休消化、そして残業対策で 

す。

矜關や秋闘になると時短に関する労使の攻め 

ぎあいが報道されます。とても大事な交涉です 

が、最後の妥結段階では、8〜16時間程度の時 

短にとどまることをよく目にします。別に揶揄 

ろうというわけではありませんが、労働省の時 

問外の実綃をみれば、製造業の全平均は月に20 

時問くらいです。年問に直せば、240時間にも 

なります。もちろん、所定労働時間の短縮はき 

わめて重要ですが、いまの時短論議でいえば、 

時問外時問の短縮こそが課題であることは明ら 

かです。つまり、さきほどの年問の所定内労働 

時問1860時問に所定外分240時問を加えれば、 

たちどころに2100時問に達してしまいます。毎 

年、所定内を2()時問ずっ短縮したとしても、 

1800時問に到連するまでに15年はかかる計兑に 

なります。

時短にとってもう一つ重嬰なのは年休の使い 

方です。労働朽の統計でみれば、製造菜におけ 

る年休取得の実績は9日弱です。年問の労働峙 

問への貢献は70時間前後にすぎません。先ほど 

の残業によって増えた時問分をとても帳消しに 

できるような水準ではありません。当而の課題 

として、残業で増える分と、年休の取得によっ 

て所定内時間が滅じる分とが早くつりあうとこ 

ろへもっていく必要があるでしよう。

第3は、長期休暇です。リフレッシュ、キヤ 

リア形成、生涯学習、ポランタリー活動。こん 

な目標を設定すれば、いくらでも青写真はかけ 

そうです。でも、絵にかいた餅をいくらならべ 

ても腹のたしにはなりません。それでも、長期 

休暇を充実させる第一歩として、年末年始の5 

日、夏の5日の計10□くらいは零細な事業所ま 

でを含めて、早く足並みをそろえたいものです。 

もう一度、おさらいします。わかりやすいよ

連載/IL〇マニュアルの活用_

■午前の休®

1.5分休憩6回(総作業蹵6.45%増加)

の残業にひきつけてどう改善したか、 

その体験を閒いたことはあまりあり 

ません。みな自分の場合だけは唯一 

の例外で、やむをえないと思ってい 

るのではないでしょうか。ちがいま 

すか。

もちろんわからないわけではあり 

ません。しかし、その残業が恒常的 

であるとしたら、やはり何とかした 

いものです。ヒントは節目づくりの 

方法を多而的に考えだし、それを職 

場中-位に実行することだと思います。 

一つのまとまった｛1:事の終了時点を 

節冃に、長期休暇をとったり、誕生 

[:]や結婚記念Uなどにまとまった休 

暇をとることで節目をつけることを 

考えたらどうでしよう。それには、 

自分の仕事のメリハリを自分でつけ 

られるように自t R性を確保する努力

図 小休憩の有無別にみたネジ頭のミゾ切り作業曲線

(ハンハルト、1954による)

うに労働日の長さを8時間として計算します。 

年問1800時間とすれば、年問の勤務 数は、

1800 時問 + 8 = 225 日
となるので、ここから割り出される年間休日数

は、

365 - 225 = 140 日
となります。

年間の土•日分 10413
祝日分 13日
特別休暇(年末年始、夏) 10日

としても127日で、まだ13日の休日不足です。 

残業と年休とのプラス、マイナスのつりあいが 

とれてもこんなものです。もう一度、1800時問 

へのプロセスを诗さんの職場でぜひ討議してみ 

てください。重嬰性とは別に、実現可能性の論 

議が不可欠です。

③節目づくり

いまの残業とゆとりの関係をみても、総論で 

時短に反対する人はないでしよう。でも、自分

も必要です。

3どう休息条件の改善を進めるか

すでにおわかりのように、一L1で沐息条件の 

改善といっても、その怠味するところは多様で 

す。どんな点に目を向けて休息条件の改芮にあ 

たるかは一単位の作業ならびに労働•生活の長 

さ別に対応策を講じていくことがよい。大まか 

にいって、次の4段階で考えることがよい。

①自発休息

可逆性、進行性といった疲労の性打から考え 

ても、疲れを感じたときに休めることが一番効 

果的な対策です。これを自発休息と呼んでいま 

すが、作業中の手休め、目休めさらに立位作業 

には腰休めなどをむしろ奨励したい気がします。 

また、腰仲ばしなどのストレッチングを自席ま 

わりで行うことも、れ効な休息効果がえられる 

ものと思います。
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②一連綾作業時間

たずさわる作業の性質によって、それぞれ一 

連続作業時問の設定をして、しっかり管理する 

ことが大切です。忙しくなるとどうしても休息 

時問を拔いてW後のつじつま合わせをしがちで 

すが、実際は作業パフォーマンスの面からみて 

も、適切に休憩挿入されていた方が、能率のあ 

がることは以前からしられています。図は、 

1950年代にドイツで行われた実験の結果ですが、 

図の屮断及びf段にみられるように作業中の小 

休止が多い方が、1日全体の能率はあがってい 

ることが示唆されていて、面白い。

このほか、前回述べたように身体の使い方が 

静的になっている場合なども、適切な一辿続作 

業時問の管理は絶対に必要です。肩こりくらい 

といって妙に頑張ってしまうことが、結局、顏 

肩腕隖害や腰痛の原因になっていることに早く 

気付かなければなりません。

さらに、雰囲気のよい、きれいな休憩室を職 

場近くにもつことも重要なことはいうまでもな 

いことです。

③残業

残業が恒常化することは二道の怠味で疲労を 

進行させます。それは定時をこえて作業するわ 

けですから、通帘日より疲労が進行することは 

明らかです。しかも残業を繰り返すような時は、 

仕事は忙しく、納期などに追われているわけで 

すから、作業の密度も通常より品いことが普通 

です。この点から考えても疲労進みは大きいと 

みなくてはなりません。ところが、残業をすれ 

ば勤務外の自⑴時間は短くなり、睡眠時問が削 

られることもしばしばです。疲労進みが大きく、 

しかも回復の時問が不足するのだから、残業が 

続けば、早晩、疲労は慢性化することは目に見 

えていることです。

残業対策はわが国の労働衛生の主要課題とい 

っても過言ではないでしよう。これを機会に残 

業対策の知恵を寄せ集めようではありませんか。

なぜ残業が多いのか。なぜ残業が減らないのか。 

企業問の過当競争や行き過ぎたサービスの見直 

しまでも含めて、われわれができることを前向 

きに提案しあってみたらどうでしよう。経験談 

をぜひ紹介してください。

④長期休暇

休息条^の改善にとって長期休暇を設定する 

ことが新しい視点を与えるという予感が、いま 

現実になろうとしています。同時に、長期休暇 

がいまの時短対策の主要課題の一つであること 

に異論はないと思います。むしろ、ここでは長 

期休暇によってわれわれの労働•生活の質がど 

う向上できるのか、さらに前向きにわれわれは 

どんな時代を築き、どんな生活をしていきたい 

のか。その生活設計にたって、長則休暇の必要 

性について要求していかなくてはならないと思 

います。学生だけでなく、大人にこそ長期休暇 

が必要であるという社会的な合怠形成が必要で 

す。動機は生涯教育、キャリア形成、リフレッ 

シュ、ボランタリー活動といろいろあるはずで 

す。

4 おわりに

休息条件を見直すことは、実はわれわれ自身 

の働きざま、そして生きざまを見直すことにほ 

かならないのです。疲労•健康、からだとの関 

速だけに注Hするのではなく、労働•生活にお 

けるゆとり形成に貢献するようなスタンスで休 

息条件の改矜をはかることが大切です。なぜ、 

頑張るのか、頑張った先で何が起こっているの 

か。過当な競争、行き過ぎたサービス、氾濫す 

るごみ、過労死……。

ここまで考えてくると、安全衛生はからだの 

問題ではなく、仕事づくり、生活づくりへ展開 

してこそ本物であることに思いいたります。 

「休息」はその安全衛生の中核です。
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実践レポート編⑤
連載/ILOマニュアルの活用一

超書館業務の「しごとのめやす」

1986.1立川市図書館業務目安検討委員会

雜";ん

今回は、立川市図离館業務目安検討委員会が1986年1月に作成した「しごとのめやす中問 

報告I •地区館業務褊」を紹介する。作成のいきさつについては、木号別稿の同図;n館で 

大鼠允生した頸肩腕障害被災荇の公務災害認定№1争についての報告を参照していただきたい。

はじがき

立川市図涔館は、現在、職員の知恵を結集し 

て、解決していかなければならないさまざまな 

問題をかかえています。

この委員会は、これらの課題を検討する場と 

しての役割を択って発足したといえますが、課 

題が広範、多岐にわたるため、緊急な課題とし 

て、仕事のしかた、作業安全基準の作成という 

点にしぼり、業務目安検討委員会として、10H 
以来会議を進めてきました。

現段階で、地区館の業務について、一定のま 

とめができましたので、中問報告を行ないます。 

図書館の仕事は、外からみると一見きれいで、 

楽しそうに見えるけれど、実際には本という载 

物を扱うこと、対象の単位が一冊一冊の本、 

一人一人の利用者ということなどにより、腿鞘 

炎や類肩腕附苫、腰痛などの病気ととなり合わ 

せの仕事という性格をもっています。

図書館の让小をしていく以上、この危険を自 

党しながら、fl:事と上手につき合う方法を発見 

していく必嬰があります。

この報告は、私たちが経験を出し合いながら 

いろいろな菜務の問題点をさぐり、その改善策 

を考えたものです。作業時問等にっいて、具体 

的な数値を示したものもあります。

しかし、これらは、あくまでも経験則であっ 

て、個人差もあることですから、絶対安全基準 

とはいえません。

これを一つの目安として、一人一人が自分の 

健康状態や体力とを考え合わせ疲労を蒂Wさせ 

ないことを常に基本において、仕事と取り組ん 

でほしいと考えます。

この報告は、地区館業務についてですが、図 

离館業務全体に対して、総論的にいえることは、 

つぎのとおりです。

① 同じ什‘nを设時問続けてやらないように 

する。

② 適度の休息をとりながら让事をする。

③ 適度のスピードで仕事をする。全力疾走 

でなく、長距離走で。

④ 単一の让事だけでなく、いろいろな让事 

を組み合せる。

⑤ 一人で让事をかかえこまずに、グルーブ 

でできるものはグループでやる。

⑥ 筋肉疲労をときほごすような適度の運動、 

体操を心がける。

上記のことは、とくにEI新しいことでもなく、 

絶対的なものでもありませんが、今までは全力 

疾走で、寸暇を惜しんで仕事に取り組んできた、 

そうせざるを得なかった、そうすることによっ 

て立川図密館をやっと維持してきたわけですが、 

今後は、あらゆる時点で上記の考え方を十分に 

取り入れながら、仕事をすすめていくことにし 

たいと考えます。
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一連載/I L〇マニュアルの活用

業務名 問 題 点 改善•注意点

カウンター .長時間にわたるカウンター作 

業による疲労

•立ちどうしによる足腰の疲労

•貸出•返却作業の手首の負担 

•カウンターの高さ 

•椅子の高さ

•カウンターでのその他の繁雑

な業務

•カウンターローテーションを確立し、長時問 

の作業をさける。

,カウンターには、なるべく内部業務を持ち込 

まない。

•腰掛けていてはいけないという考え方を改め 

なるべく腰掛けているようにする。

-貸出•返却の作業もできることならば腰掛け 

てやる。

-シールの方を上にして本を出してもらうこと 

をさらにすすめる。

•新規登録者への徹底、利用案内、カレンダー 

等へのお願い記入。

•今後の研究課題(個々人の身体にあったもの) 

•カウンターの高さにあったもの。

•調節のきくもの。

•返却忘れ、貸出延長などのシグナルカードを 

各館の状況に応じて、できることなら廃止し 

ていく。

フ□アー -配架作業による腕手への負担 

•両手で作業すること

•本がびっしりと入っていると 

配架しにくい

•配架のわかりにくさ

•作業者の固定化

•手で本を抱えたままの絵本の 

配架

•各館の事悄に応じたローテーションを組み、 

配架作業には必ずワゴンを使う。

.常時配架はなるべくさけ、館によっては時問 

を決めて配架作業をする。

.その際は、30分以上迪続して作業を行わない 

ようにする。

.返却本のブックトラックからブックトラック 

への積みかえをなるべく少なくする。

.常時、引き抜きに留怠し、ブックエンドを活 

用する。

.書架の配列をわかりやすくする。

(書架見出、ラベル、ポンチ、その他)

•カーペット上でのワゴンの活用。

(多摩川、西砂図害館)

害架整理 ■本が一杯つまっていて書架整

理が大変である

•やりだすときりがないが長時

間やると疲れる

•引き抜きをする。

引き抜きの項を参照

.毎朝おおむねきれいにならべる(15分程度で)

.1〜2週問に1回程度、抜本的な整理を行う。
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連載/Iし〇マニュアルの活用一

業務名 問 題 点 改善•注意点

•特定の人に片寄る

(連続30分、1日1時問以内) 

•全員で行うようにする。 

•書架分担制を検討する。

カード作業

•目録の繰り

込み

•貸出券

•預り券

•長時問やると疲れる 

•精神的

•肉体的

•ケース内が一杯になると繰り 

込みしにくい

•繰り込む量が多くなると大変 

である

•シグナルカードがたまってく 

る

•多くなると大変である

•見出しを多く入れて繰り込みやすくする。 

-2人1紺で作業する。(1人は枠を抜かずに繰り 

込み、1人は確認して納める)

•連続30分、1日1時問以内 

•ケース内の目録品を全体的に均一化させる。

•なるべくためないように作業する。

•カウンターの項参照

-一定期問経過したものは自動的に捨てる。 

•基本的になるべく利川者に渡す。

引き抜き •購人II瞰よりも引き抜き冊数 

が少なければ、本は必ず書架 

からあふれ、配架、書架整理 

等、他の業務に著しい影辨を 

及ぼす。また、多量にあふれ 

てからの引き拔きは、精神的 

にも、肉体的にも、大変な作 

業となる。

•どの本を引き抜いたらよい 

か判断しにくい

•引き抜きから廃棄決定への

作業手順があいまいである

•適正な蔵書数に押えるベく、日常的に引き抜 

きができる体制をつくる。

•収集方針を踏まえて、引き抜きの基準 

•古い、よごれている

•利用されていない

•類似図書がある など

をつくり、だれでも引き抜きができるように 

する。

•選定、畜架管理、引き抜き、廃棄の業務が、 

それぞれ別個のものではなく、一連の流れで 

あることを業務として位置づけ、選定会議と 

同じく、廃棄決定も担当者全体(グルーブ、 

その館全体)の決定によって、廃棄する手順 

を確立する。そのために廃棄•選定会議を定 

例化する。なるべく毎週が望ましい。
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一連載/I L◦マニュアルの活用

業務名 問 題 点 改善•注意点

•立川市図書館の将来を考える 

と捨てがたい本がある。

-特別整理期間などに作業が集 

中する。

•引き抜きを長時間やると疲れ

る〇

•廃棄にまよう本を保存するために、総合保存 

センターを検討する。

例えば

•場所は旧資料センター

•保存する本は中央図書館用の本とする。 

現在の利用は考えない。

•同じ本を保存しないように、書名の50音 

順に配列して保存する。

•送られてきた本の整理は、各地区館から 

1名ずつ出して行う。

•年問の引き抜き計画をたて、日常的に引き抜 

くようにする。

•まとめて本を書架から引き抜いたり、まとめ 

て目録処理をしないで、一定量の本を抜いた 

ら次の処理を行う。(廃棄の項一目録消し込 

みの目安一参照)

•日常的には1回一 30分以内、1日一1時問以内 

椅子に座って作業する。

廃 棄 •目録の消込みを長時問やると 

疲れる

•本の移勋が多い

•廃棄処理をする量が多くなる

と大変である

•目録の繰り込みと同じく一連続30分、旧1時 

問以内一を目安とし、椅子に座って作業する 

-廃棄本専用のブックトラックを設置できる館 

は、設置する。

•ブックカードで目録の消込みをすれば、本の

桢み変えは少なくなる。

•なるべくためないように作業する。

特別整理期間 •［本の引き抜きjという限定さ 

れた目的があるため、その仕

事しかできない

•休館の目的を、日常できない仕事の処理に改 

め、次のような作業を組み合わせて行う。

① 図書の引き抜き•廃棄

② 図書の補充

③ 館内整理•清掃

④ もようがえ•工事

⑤ アルバイトを含めた内部研修

⑥ 延滞者への督促•調査

⑦ 他市の図書館の見学•調査

⑧ 全館的な仕事
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連載/Iし〇マニュアルの活用一

業務名 問 題 点 改善•注意点

•各館が重複しないように休む 

ために、一斉の仕事ができず 

.また、定例化されていないた

めに、新人が仕事をおぼえき 

らない時期に休館したりして 

いる。

•できるだけ全館統一して毎年同じ時期に休館 

したい。

～*9月ド句から10月下旬がのぞましい。

回に2週間まとめてとるよりも、年に2冋 

1週間ずっ休館するほうが、仕事の効率が 

よく、利用者への影響も少ない。

*BMも同時則にとれるようにする。

装 備 •単純作業である

•中空での作業

•担当者に集中する

•装備の種類が複雑である

•誌名のゴム印や大型日付スタンプを使って、 

書く作業を減らす。雑誌用のブックカードを 

全体でつくるなどして、装備を統一する。

1日2時間を限度とし、あいだに20分以上の休 

憩をいれる。

担当者以外の人も手伝うようにし、ひとりに 

集中させない。

作業スペースを確保する。

統 計

(閉館業務)

•指先の細かい作業 • ローテーションでする。

•多いときは、複数でやる。

仕事の分担 •新人とベテラン、正職員と嘱 

託、古くからのアルバイトと 

学生アルバイトなど、视雑な 

耍素がからみあって単純な分 

担はむずかしい。

-地区館と中央部分との什琳分 

担が整理されていない。

•新人への研修を年度当初だけではなく、年間 

をとおして計画する必要がある。

•現在のアルバイト体制を見直し、仕事の内容 

fitにみあったものにする。

-アルバイトの契約期間を明示すること。土, 

日のK金のアップをすること、を検討する。 

•立川市図書館全体としての適正なサービス景 

と人員数をとらえかえし、システムの整理を 

含めて、組織的な再検討を進める必要がある
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海外出張先での死は会社の責任

カナダ•本多技研工業元社員の遺族が提訴

「夫が死んだのは、心臓疾出 

があるのを知りながら海岸赴任 

させた会社の貴任Jとして、本 

田技研工業の元社員の妻子が昨 

年12月27日、同社を相手取り1 
億円余の損害賠償を求める訴訟 

を東京地裁に起こした。

訴えたのは、88年10月にカナ 

ダのウィニペグ市で急性心不全 

のため死亡した元ホンダカナダ 

二輪車販売寅任者•関口勝彦さ 

ん(当時43歳)の妻、綾子さんら。 

勝彦さんは、68年に本田技研 

工業に入社、四輪又は二輪車販 

売業務に従卞してきたが、85年 

9月15日付で同社に在籍のまま 

系列会社ホンダカナダに出向。

勝彦さんは、会社が広岛市内 

の山陨クリニックに委託して実 

施した定期検診の心電図によっ 

て、83年には「WPW症候群」、 

84年にも「左心室肥大、心筋阳 

害」「要注意」(過労の翌朝に

締め付けられるような胸痛があ 

るとの訴えあり)と判定されて 

いた。85年7月にカナダ派道の 

内示があったときに、健康に自 

信がないことを理由の一つとし 

ていったんは拒絶を申し出たが 

会社は受け入れなかった。

85年7月9日に本社の健康管理 

センターでも「狭心症の疑いあ 

りj 「要観察」の判定。診察に 

当たったU医師が専門医のK医 

師に意見を求め、「狭心症。W 
PW症候群が基礎疾患にあって 

のものか不明。1週間くらい入 

院して検査すれば判るだろう」 

との回答を得ていた。

会社は勝彦さんがWPW症候 

群あるいは狭心症の心臓疾患が 

あり、過労などによって発作を 

起こし、心筋の虚血を生じ、こ 

れにより心停止に陥る可能性が 

あることを知り得たのである。 

にもかかわらず、会社は再検査 

等の措置も講じないまま、勝彦 

さんが海外勤務に耐え得る健康 

状態にあるとしてホンダカナダ 

への出向を命じた。

勝彦さんは、カナダ赴任後3 
年を経過した88年6月、7月及び 

8月と続いて胸痛を生じ、日本 

ヘー時帰国して診療を受けたい 

と申し出たが、会社はこれを許 

さず、検査、治療など医療上必 

当時の勝彦さんの業務は過浪 

を極めていた。前任者の当時残 

された大以の在庫の処理が88年 

7月初めころ目途がついたのに 

伴い、9月ヒHには社内監査の対 

応に追われ、同時に間近に予定 

されていたカナダ各地のディー 

ラー大会の準備、新企画の販売 

キャンペーンの準備が重なって 

疲労が蓄植していた。

9月25日にディーラー大会に

向け9日間にわたる地方出張の 

ためトロントを出発、バンクー 

バー、ケローナ、エドモントン、 

カルガリーの各地の大会を実行

し、長旅の疲労と睡眠不足のす 

え出張最終日の10月4日未明に 

ウィニペグ市内の何処かで死亡

した。

解剖を実施したカナダの監察 

医による死因の判断は「中位の 

アテローム性動脈硬化症及び冠 

状動脈不全」であるが、直接死 

因は急性心不全(不整脈死)であ 

った〇

勝彦さんの突然の死亡が妻子 

にショックを与えたことはもち 

ろんだが、その後の会社の対応 

は会社への不信感を倍加させた。 

死亡当日トロントの自宅から

かけつけた妻子に対し、ホンダ 

カナダの社長が「解剖をどうし 

ますか」と尋ねたので、妻子が 

「しないでください」と答え、 

彼女たちは3か月後に英文の解 

剖報告書を会社から渡されるま 

で解剖が行われたことを知らな 

かった。死亡当日妻に白紙にサ 

インさせ、これを妻に知らせず

苫交付申請パとして使用し、し 

かもその内容は及宛ではなく会 

社宛に報告Wを送るよう記載し 

ていた。

帰国準備のための勉強が終わ 

るまではカナダに留まる予定だ 

った長男の通亇先から会社は無 

断で成績証明を取り寄せ、死亡 

後2週問を経た頃妻をホンダ本 

社に呼びつけ、成績が悪いから 

早く帰国させるよう説得。その 

要な措置を受ける機会を拜った。 に監察医に対する解剖結果報告
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際ホンダカナダの社長は「6か 

门も7か门もカナダでぶらぶら 

されたらたまったものではないj 
と述べたという。さらに、次男 

は89年6月の卒業までトロント 

にホームステイさせる予定だっ 

たが、会社とステイ•先の大家と 

が示し合わせて安に無断で89年 

3月に退学させる手続をしてし 

まった。

妻子全員がカナダから追い立 

てられたようなものだが、これ 

は、会社がカナダでホンダの過 

労死が問題になり企業イメージ 

が失墜するのをおそれたためだ 

と忠われる。

カナダからの追い立てや解剖 

をめぐる会社の対応などに疑問 

をもった妻•綾孓さんは、単身 

会社に対し、3年問にわたって 

死亡に至るまでの故人の行勋記 

録、死亡した場所、解剖の経緯、 

故人の所持品など多くの項目に 

ついて質問を求め、事実経過の 

調査を進めてきた。

会社は「ホテルのベッドで寝 

ていて亡くなったのだから」と 

損害賠償義務を否定。

勝彦さんはホンダカナダの二 

輪担当ヴアイスプレジデントで 

直訳すれば「副社長」であるが、 

88年4月に主査に認定され、日 

本国内業務の課長職相当の地位 

であった。労災保険の適用とな 

る「労働者」であることに問題 

はなさそうだが、海外出向者に 

ついては日本の労災保険が当然 

には適用されず、会社が特別加 

入の手続をしていなければ適用 

されない。当時、ホンダはその 

手続をしていなかった(その後

特別加入するようになった)。

このため、労災保険に請求す 

ることもできず、会社の誠意も 

示されなかったため、今回の損 

害賠償裁判提訴となった。金国

91年12月12日付で「労災介護 

料不支給決定」の通知が葉書で 

神奈川県相模原市の石田重利さ 

ん(61歳)の自宅に而いた。

石田さんは1957年に受傷、労 

災による脊損者(胸椎11〜12番) 

となり、80年8月には労災障害 

等級1級の認定を受けた。両下 

肢マヒ、膀胱直腸障害等に苦し 

みながら車椅子の生活を続けて 

きた。家を車椅子での生活用に 

改造し、用便の始末をはじめと 

する基本動作(食事、衣服の着 

脱、洗面、室内の移動等)は何 

とか可能だった。

その後82年8月に自宅で脳卒 

中を発症。単身生活で、労災に 

よる両下肢マヒのため救助を求 

められず23時問も放置されてか 

ら救急車で運ばれた。それ以降 

は24時間の完全介護が必要な状 

態になった。

そのため、石田さんはこれま 

でずっと労災保険の労働福祉事 

業による介護料を受給してきた。 

「安全センター情報j 91年9月 

号で解説したように、昨年4月 

以降の分から介護料の額が改正 

安全センターでは、担当の井I- 
腑—弁護士を通じて協力を求め 

られ、提訴当日の司法記者クラ 

ブでの記者会見には占谷事務局 

長も出席した。

された。すなわち、月額40,500 
円だったものが51,400円に引き 

上げられ、さらに、実際に介護 

に1及する??川として女出された 

额が51,400円を超えるときは94, 

500円を限度として支出された 

代用の額を支給するものとされ 

たのである。

石田さんは、看護補助者の資 

格をもつKさんに1Q1万円の契 

約で24時間介護を依頼してきた 

が、月額で28万円调の労災障害 

年金と約4万円の介護料、15万 

1门弱の国民年金でぎりぎりの生 

活を強いられていただけに、こ 

の介護料増額の知らせを喜び、 

94,500円の支給を受けられるよ 

うに手続を行った。

石田さんの支給屮謂を受けて、 

東京労働基準局から担当官が自 

宅を訪問。石田さん本人と介護 

に当たるKさんから帛情を聴取 

した後、「寝たきりになったの 

は脳ネ中のためだから、今まで 

に支給した介護料も返してもら 

うかもしれません」と告げた。 

びっくりした石田さんから話 

を閒いた労災脊損会の新田さん、

一方的な介護料の打ち切り

東京•寝たきりの脊損被災者に対して
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労災職業病被災者全国連の仁木 

さんや全国安全センターの古谷 

事務局長などが、東京労基局に 

対して「94,500円に増額したう 

え、従来どおり石田さんに介護 

料を支給するよう」阿三耍誚し 

てきたが、冒頭の不支給決定が 

出されたのである。

介護料は労働福祉事業として

リリリーリー「はい。こちら 

アスベスト11〇番です」「あ 

の、うちの夫が昨年11月肺がん 

で亡くなったんですが、お医者 

さんからはアスベストが原因で 

あると言われていたので…」

森さんからの電話は、90年7 

月4日。その半年後の12月28日、 

ようやく労災申請にこぎつける 

ことが出来た。もちろんセンタ 

一とてさぼっていたわけではな 

い。しかし相談から申請まで半 

年も待たされた逍族にはおそら 

く 「どうしてもっと早くできな 

いのか」という思いもあったに 

ちがいない。

森武光さん(死亡当時67才)は、 

船内電気艤装エとして、戦前か 

らあちこちの造船所を転々とし 

ながら働いてきた。三菱長崎造 

船所、石川島播磨、住友重機械 

浦賀造船所などである。

主治医の証言では、解剖した 

肺にもアスベストが検出された 

し、森さんの肺がんはアスベス

支給され、労災保険給付ではな 

いため、労災保険密査官—労災 

保険審査会という通常の不服審 

査手続が適用されない。このた 

め、行政不服審査法に基づき、 

不支給決定を行った來京労基局 

の上級行政機関である労働省 

(労働大臣)に対して直接審査請 

求を行うことにしている。■

卜によるものであると断言して 

いる〇

ならばもうこれだけで充分で 

はないかと言う人もあるかもし 

れない。しかし石綿による肺が 

んの労災認定基準によると、石 

綿曝露作業が概ね10年以上であ 

ることが要件となっている。し

今年1月末に召集される第123 
回通常国会にアスベスト規制法 

案を提出するように準備を進め 

ているアスベスト規制法制定を 

めざす会では、規制法成立に向 

けて世論を盛り上げていくため、 

都道府県議会をはじめ地方議会 

でアスベスト規制法制定を求め 

る意見書の採択とノンアスベス 

卜化宣言を行うよう呼びかけて 

いる。

かし事業所が複数である場合は、 

労災中謂するときには事業場を 

特定しなければならない。森さ 

んの場合、石川島播磨重工や、 

浦賀造船所で一緒に働いていた 

同僚に聴き取りをするのに手問 

がかかった。またすでに森さん 

が当時働いていた職場がなくな 

っていることも事業場の特定が 

難行した原因である。さらにい 

ずれの会社も事業主証明を拒否 

したため、証明なしで本人(遺 

族)申誚することになった。 

アスベスト曝露による労災申 

請の場合、申請から認定まで長 

くかかるのが通例だが、このケ 

ースは申請までもかなりの時間 

がかかってしまった。これを今 

後の教訓として、森さんの認定 

が出来るだけ早く実現するよう 

努力していきたいと考えている。

■

(神奈川労災職業病センター)

東京都多咿巾議会は卯年12月 
議会で国に対しアスベスト規制 

法制定を求める怠見富を採択し 

ており、東京都、大阪府をはじ 

め、自治体の建設工事や新規購 

入自動車にアスベスト製品を使 

わないとノンアスベスト化を宣 

言している自治体もすでにある, 

今年の2月地方議会で同様の取 

り組みが全国に広がっていくこ 

とが期待される。

アスベスト110番から労災申請

神奈川參各地の造船所を渡り歩いた森さん

地方議会で意見書の採択を

めざす会參アスベスト規制法の制定に向けて
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アスベスト規制法制定をめざ 

す会は、自治労、［I教組、全建 

総連、全港湾等の労働組合や日 

木椚汉界迎酣、アスベスト根絶 

ネットワークなどのIけ民団体、 

関心のある個人によって構成さ 

れているが,地力•紺’織はもって 

いない。できるだけ関係者が協 

力しあいながら、取り組みを広 

けるため、下記のような謂願書、 

息兒書の見本がつくられている 

ほか、シール.ビラを作成中で 

ある。御希領の方は全国安全セ 

ンター事務局まで御速絡下さい。

アスベスト規制法の制定 

に関する謝顆害(見本)

請願人(住所•氏名)

紹介謎只OOOO 
〇〇議会議長〇〇〇〇殿 

請願の趣旨

アスベスト粉じん狨粼により 

肺がん•屮皮鵬の做成被汽が 

生じることは叫確であると言え 

ます。欧米諸I司では製造•使用 

**止等に対する法的処Kが採ら 

れているのに対し、II木にあっ 

てはアスベストの吹き付けに関 

する原則的禁止以外は法的に使 

用禁止は採られていません。

アスベストの輸人•アスベス 

卜製品製造過程•アスベスト製 

品の加工•アスベスト製品の使 

用に当たってのアスベスト粉じ 

ん暴露はすべての国民にわたっ 

ています。発がん物質に安全な 

規制做はないと言われており、 

国民の生命と健康において、ア 

スベスト製品製造及びその使用 

は蜇人な問題とdえます。それ 

ゆえ、わが国におきましても、

アスベスト規制法の早期制定が 

強く望まれています。

また、取京都をはじめとする 

いくつかの地方自泊体におきま 

して、国に先駆けてアスベスト 

の使用禁止を明確にしたアスベ 

スト対策が採られています。貴 

自治体におきましてもアスベス 

卜対策の策定、ならびにノンア 

スベスト化宣言を採択されます 

よう要誚いたします。

つきましては、W議会で本誚 

願の趣旨にっいて密議を賜り、 

左記糊の実現をお願い申し上 

げます。

湖.fi'nn'i
1 アスベスト极制法制定の早 

則実現へ向け、国及び関係機 

関に意見wを提出すること。

2 ノンアスベスト化宣言の採 

択を行うこと。

アスベスト規制法制定を 

求める总見卉(案)

市民•労働団体からアスベス 

卜製品の製造•使用規制に関す 

る要求が出されており、新間• 

TV等マスコミにおきましても 

アスベストの允がん性による国 

民の健康被害が憂慮されていま 

す〇国会にliき_ましても野党か 

らアスベスト規制法案が损出さ 

tLGtLり_ ま

アスベストは発がん物質とし 

て国際的にも明らかにされてお 

り、諸外国で製造•使用禁止措 

置が採られている今日、国民の 

生命と健康を守る観点から、わ 

が国におきましてもアスベスト 

規制法制定は強く望まれている 

と言えます。

アスベスト規制法を早期に制 

定されますよう、地方自治法第 

99条;R2項の規迮に基づき意見 

人を捉出いたします。

年月U 〇〇議会

(意見書提出先)

内閒総邱大臣/大蔵大臣/厚生 

人匁慟人P/迚設大Hi/通 

商廂菜人臣/瑞境庁長官 

(注)上記意見書の文言中F線の 

简所は、野党からのアスベスト 

規制法案国会提出後の表現とな 

っています。来提出の段階では、 

「M会におきましても再三にわ 

たり野党からアスベストの発が 

ん性及び規制の必要性につき汽 

及されております。jと离き改 

めてください。 ■

全国安全センター第2回労働安全衛生学校「職場改善トレーニングj

♦ tl時/1992年2月9□(日)14時〜丨丨「1(火)12時♦会場/東京都稲城市,よみうりランド 

会館參参加?¥/25,000円(宿泊、负11、資料代を含む)ただしテキスト(I LO安全、衛 

生、作業条件トレーニングマニュアル)代別途2,000円•定員/50名
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